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〈要  約〉

 わが国の鉱業史研究では戦前期の鉱業に研究の重点が置かれているため,戦 後に法定鉱物 となっ

た石灰石を採掘する石灰石鉱業は鉱業史研究の対象とされてこなかった。しかし,石 灰石はわが国

で随一の埋蔵量を誇り,鉄 鋼業やセメント業などわが国の高度経済成長を支えた産業で必要不可欠

な鉱物であった。本論は,石 灰石鉱業協会発行の 『石灰石』誌を中心資料 として,主 に二つの検討

を行う。

 本論の前半部では,石 灰石の特性と用途を確認するとともに,戦 前期からの石灰石鉱業の歴史を

3期 に分けて検討 していく。戦前期に一定の拡大を見せた石灰石鉱業が,戦 後の高度経済成長に

伴ってわが国最大規模の鉱業へと成長していく過程が明らかにされる。また,そ の成長の背景とし

てグロー リホール法から階段採掘法への採掘方法の移行が成功したことを指摘する。後半部では,

石灰石鉱業の生産過程の分析を行い,石 灰石鉱業の生産過程を整理するとともに,採 掘方法の移行

が成功した生産過程における要因を三つの鉱山の事例から検討する。この検討から,階 段採掘法導

入の隘路である積込過程の長距離化を克服する際に,既 存技術であるグロー リホール法の持つ積込

過程の短縮,省 略という技術的な特徴が階段採掘法に利用されたことによって採掘方法の移行が成

功 したことが明らかにされる。
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第一節 は じめ に

石灰石鉱業とは,そ の名の通り石灰石層から石灰

* 本論 の作 成 にあ た っては,吉 野 篤氏 （石 灰

石 鉱業 協会 ） の ご協 力 を頂 いた。 また,工 藤

教 和教 授か ら有益 な コメ ン トを頂 い た。記 し

て感謝 申 し上 げ る。 な お,本 論 では特 に 断 り

 のな い限 り当 時の企 業名,鉱 山名 を使 用す る。

石を採掘する鉱業のことである。本論は,石 灰石鉱

業の業界団体である石灰石鉱業協会が発行する業界

誌 『石灰石』に主に依拠して,戦 後における石灰石

鉱業の展開過程を検討する。本論がこうした論点に

注目する理由は以下の通 りである。

 第一に,わ が国の鉱業史及び経済史において,石

灰石鉱業が明確に位置付けられていないからである。

その最大の原因は,石 灰石採掘が1950年の鉱業法改

正まで鉱業ではなく土石業に分類されていたためで
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あ ろ う。 その ため,戦 前 の鉱 業史研 究 で取 り上 げ ら

れ るのは金,銀,銅,亜 鉛 な どの非鉄 金属 鉱物 と鉄

鉱 石,石 炭 と石 油 の非金 属鉱 物 であ り,石 灰石 や石
                   ユラ
灰石採掘に関する言及はほとんど見られない。他方,

地域経済史,社 会史研究など鉱業史以外の分野では,

石灰石採掘に関するいくつかの研究の蓄積が見られ
 ラ

る。例 えば,渡 邉 恵一 は,明 治期 の青梅 鉄 道 が石灰

石 採掘 販 売 を媒 介 として 中央企業 の浅 野 セ メン トと

相 互依 存 的 な分 業 関係 を成 立 させ て い たこ とを明 ら

かに す る過程 で,青 梅 鉄 道 にお け る石 灰石 の採 掘 方

法,採 掘請 負制,鉄 道 に よる石 灰 石輸 送,販 売 先 の

開拓 な ど を明 らか に して い る。 しか し,そ こで明 ら

かに され て い るの は青梅 鉄道 に 限定 され た事例 であ

り,ま た1890年 代後 半 か ら第1次 世 界大戦 までの約

20年 間の 歴史 に限定 されて い る こ とか ら,そ こか ら

戦 前 の石灰 石採 掘 の展 開 を読 み取 るのは 困難 であ る。

さらに,戦 後 の石灰 石鉱 業 に関 して は,セ メン ト企

業 の社 史 の一部 に記述 が あ るの み で,産 業 史 及び 経

済史 の視 点か らの石 灰石 鉱業 史研 究 は管見 の 限 り見
    3）

当 た ら な い 。

1） 戦 前 の鉱 業 史の通 史研 究 と して,通 商産 業

 大 臣官房 調査 統計部 編 『本邦 鉱 業 の趨勢50年

 史 解 説 編』 通商産 業 調査会,1964,丸 山一

 郎 『日本 資本 主義発 達 史講座 第2部 鉱 山

 業 の発 達 』 （復 刻版 ）,岩 波 書店,1982,農 商

 務 省 鉱 山局 編 『鉱 山発 達 史』 （復 刻 版 ）原 書

 房,1992,鉱 山懇 話会 編 『日本 鉱業発 達 史』

 （復 刻版 ） 原 書房,ユ993,小 葉 田淳 『日本 鉱

 山史 の研 究』 （正,続 ） 岩波 書店,1968-1986

 が あげ られ る。 なお,日 本工 学会 編 『明治工

 業 史 化 学 工 業 編 』 原 書 房,1994,p.408,

 日本工 学会 編 『明治工 業史 鉄鋼 編 』原 書房,

 1994,p.162及 びp.237に 石 灰 石 に 関 す る言

 及が 見 られ るが,採 掘 方法 な どは述べ られ て

 い ない。

2） 近 年 の成果 と して,浅 田政 弘 「上 川開発 と

 石 灰 工 業 一 突 哨 山石 灰 石 鉱 山 史 一 」 『地

 域研 究 所年 報 』 第26巻,2003,pp.21-47,渡

 邉 恵 一 「産 業 化 と地 方 企 業 青 梅 鉄 道 の 事

 例 」 （武 田晴 人編 著 『地 域 の社 会 経 済 史 』有

 斐 閣,2003,pp.148-192） な ど。

3） 戦 後 に編 まれ た主 な社 史 と して,三 菱 鉱業

 セ メ ン ト株 式会 社 総務部 社 史編纂 室 編 『三菱

 鉱業社 史』三 菱鉱 業 セ メン ト,1976,日 本経

 営 史研究 所編 『小 野 田セ メ ン ト百年 史』 小野

 田 セ メン ト,1981,社 史編纂 委 貝会 編 『百年/

 第二 に,石 灰石 鉱業 は戦 後 の高度 経 済成長 の基 盤

産業 として極 め て重要 な役 割 を果 た した と考 え られ

るか らで あ る。後 述 す る よ うに,戦 後 の高度 経 済成 、

長下 で急速 な成 長 を遂 げた鉄鋼 業や セメ ン ト業 は,

原料 の一 つ と して石灰 石 の安 定供 給 を必要 とした。

いずれ の産業 も国 内石 灰石 供 給 に依 存 してい た以上,

石灰 石鉱 業 の発展 な くして は十分 な発展 を遂 げ る こ

とが で きなか った こ とは明 白で あ る。 しか し,石 灰

石鉱 業 の 多 くはセ メ ン ト業や鉄 鋼 業の 原料部 門の一

部 門 として長 ら く存在 して いた ため,独 立 した鉱業

として 十分 認識 され て こなか った。石 灰石 を主要 な

原料 の 一つ と して いた鉄鋼 業 の原料 研 究 にお いて,

鉄鉱 石,原 料 炭,屑 鉄 に紙幅 が割 かれ石 灰石 には立

ち入 った言 及が な い こ ともこ う した認 識 を裏 付 け て
  4）
い よ つ。

 以上 よ り,本 論 は,先 行 研 究 の空 白 を埋 め る とと

もに,石 灰石 鉱業 が どの よ うな展 開 を遂 げ るこ とに

よ って高度 経済 成長 下 で急速 に増加 す る主要 産業 向

け の原料 需要 を賄 うこ とが で きたのか を明 らか にす

る とい う意義 を持 って い る と言 え よ う。

 本論 の構 成 は以下 の通 りであ る。第 二節 で は石 灰

石 の特 性 と用途 を明 らか にす る。石 灰 石 のわが 国 の

経 済 にお け る重 要性,そ れ を採掘 す る鉱業 の重 要性

が論 じられ る。 第三 節 で は戦 前 か ら戦 後 の石灰 石鉱

業 の展 開過程 を明 らか にす る。 第 四節 では,石 灰石

鉱 業 の生産 過程 を検 討 す る。 第五 節 では,前 節 まで

の検討 結果 を踏 まえ,戦 後 の石灰 石鉱 業 が発展 し得

た要 因 を生 産過 程 に注 目 して検 討す る。 第六節 では,

本 論 の検討 結果 を整 理 し,残 され た課 題 を提示 す る。

なお,本 論 は1975年 前 後 まで を検 討対 象 時期 とし,

1980年 代以 降 につ いて 立 ち入 った分析 を行 って いな

い。 これ は現在 か ら概 ね30年 前 まで を対象 とす る産

業 史 の一般 的 な分析 方 法 に従 って い るため であ る。

＼史』 日本 セ メン ト,1983,住 友 セ メン ト株 式

 会 社社 史編 纂委 員会 編 『住 友セ メン ト八十 年

 史』住 友 セ メン ト,1987,百 年 史編纂 委員 会

 編 『宇部興 産創 業 百年 史』 宇部興 産,1998な

 ど。

4） 田部 三郎 『日本鉄 鋼 原料 史 ：鉄 よ永 遠 に』

 上 巻 （鉄鉱 石編 ）,下 巻 （原料 炭 ・鉄 屑編 ）,

 産 業新 聞社,1982-1983
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1.石 灰石 の特性 と賦 存状 況

 石 灰石 の定 義 は方解 石,霰 石,ド ロマ イ トな どの

炭酸 塩鉱 物 を50%以 上 含 む堆積 岩 の一種 で あ る。 そ

の化 学 的性質 は炭 酸 カル シ ウム であ る。石 灰石 は生

物起 源 の もの と海 水 中 で直接 沈殿 した もの の二種 類

に大 別 され る。

 わが 国 では石灰 石鉱 床 が北 は北海 道 か ら南 は沖 縄

まで広 く存在 してお り,賦 存状 況 の偏 りが少 な いの
     6）
が特徴である。主要な石灰石鉱床を持つ構造区を北

から列挙すると以下の通りである。

岩 泉帯 （北 海道 南部,青 森 県尻屋,岩 手県 岩泉 ）,

北 部 北上 帯 （岩 手 県 宮古 地 区）,南 部 北 上 帯 （岩

手 県 大 船 渡 市 一住 田町,松 川,釜 石）,阿 武 隈 帯

（福 島県滝根 ・八茎,茨 城 県 日立 ）,足 尾帯 （栃 木

県 葛生 ）,丹 波 一美 濃帯 （岐阜 県赤 坂 ・舟 伏 山,滋

賀 県伊 吹 山 ・霊 仙 山 ・多jJCI三 重 県藤 原）,三 郡 帯

（新 潟 県青 海,岡 山県阿 哲 ・成 羽,広 島県帝 釈,山

口県秋 吉 一於福 台 ・阿武,福 岡 県恒見 一刈 田 ・平

尾 台 ・香春 ・田川,熊 本 県木 の葉 ）,三 宝 山 一秩 父

帯 （埼 玉 県秩 父,東 京都 青梅 ・奥 多摩,長 野 県上

伊 那,徳 島県 阿南,高 知 県 白木 谷 ・鳥形 山 ・大 野

ガ原 ・高知 市 一須 崎市,大 分 県津 久見,沖 縄 県

 この よ うに石灰 石鉱 床 がほ ぼ全 ての都 道府 県 に ま

たが って い るため,石 灰石 の採 掘 も全 国 で行 わ れて

い る。表1は 地方 別 の石 灰 石生 産量 とその比率 を ま

とめ た もの であ る。 九州 が他地 方 よ りも比率 は 高い

ものの,全 国で生 産 が行 われ て い るこ とが分 か る。

1948年 以降石 灰石 が全 く産 出 され なか っ たのは神 奈

川,山 梨,香 川,佐 賀,長 崎 の わ ず か5県 に と ど
    7）
まって い る。 ま た,埋 蔵 鉱 量 は確 定 量 で約120億 ト

ン,可 採 鉱量 で も約100億 トン と非常 に豊富 で あ る。
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5） 本 項 の記 述 に 際 して は,石 灰 石 鉱 業 協 会

 『石 灰 石 の 用 途 と特 性 』石 灰 石 鉱 業 協 会,

 1986,pp.36-60を 参照 した。

6） ただ し,ド ロマ イ トに 関 しては栃 木 県葛生

 地 区な どに偏 在 して い る。

7） 石 灰石 鉱業 協会 『50年の あゆみ』石 灰石 鉱

 業協会,1996,pp.30-31

こ の埋 蔵 量 は2002年 度 の 年 間採 掘 量1億6,800万 ト

ンの水 準 で採掘 し続け た として も,約60年 は掘 り続

け られ る量 であ る。予想 量 を含 め る と,埋 蔵鉱 量 は

約570億 トン,可 採 鉱量 は約380億 トン もの量 に達す
8）
る。

 なお,わ が 国の 主要 な非金 属鉱 物 で あ る石炭 と石

灰石 を比較 してみ る と,両 者 の賦 存状 況 は大 き く異

な って い る。可 採 鉱 量 は1956年 調査 で は約200億 ト

ン と石 灰石 とは遜色 ない ものの,わ が国 の大規模 石

炭 層 は北 海道,常 磐,山 口,九 州 北部 に偏 在 して賦

存 してお り,生 産 量 は北 海 道 と九 州 に集 中 して い
9）

る。石 灰石 鉱業 は石 炭鉱 業 よ りも地域 的偏 りが少 な

い形 で発展 して きた と言 え よう。

       ユ0）
2.石 灰石 の用 途

 エ ジプ トの ピラ ミッ ドや ス フィ ン クス,フ ランス

の ノー トル ダム寺 院 な どの例 をあ げ るまで もな く,

石 灰石 は諸 外 国 では建築 用石 材 と して用 い られて き

た。 わが 国 では墓標 や石 垣 な どの建築 用石 材 として

の利用 は もちろん,漆 喰 な どに も利用 されて いた。

その後,江 戸 時代 に入 って石 灰石 を焼 成 して 貝殻 な

どの代 わ りに肥 料用 の石 灰 として利用 す る方法 が 見
          
られ るよ うにな った。

 18世 紀 に入 る と石 灰石 を利用 したセ メン トの製造

法が 次々 に発 明 され,1824年 にイ ギ リスのJ.Asp-

dinが 現在 の標準 的 なセ メ ン トであ るボル トラ ン ド

セ メ ン トの製造 特許 を得 た。 また,近 代鉄 鋼業 で も

製銑 工 程 と製鋼 工 程 で石 灰 石 が 利用 さ れ る よ うに

な った。 わが 国 で も明治維新 以 降,こ れ らの技術 が

紹 介 され,1875年 の東 京深 川 にセ メ ン ト工 場 が建 設

され るな ど,石 灰石 の工 業 利用 が促 進 され る こ とと

な った。 また,化 学工業 の発 展 に伴 い,カ ル シウム

化 合物 の 原料 と して も利用 され るよ うにな った。 こ

8） 以上 の埋 蔵 量 に関す る記 述 は,通 産 大 臣官

 房 調査 統 計部 編 『資源 統計 年報 』通産 統 計協

 会,2003に 基づ く。

9） 矢 田俊文 『戦 後 日本 の石炭 産業 一 その崩

 壊 と資源 の放棄  』新 評論,1975

10） 本 項の 記述 に際 して は特 に 断 りの な い限 り,

 協 会 『石 灰 石 の 用 途 と特 性』,pp.1-2, pp.

 175-509を 参照 した。

11） 協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あゆ み」 『石 灰 石』 第

 104号,1966,pp.112-134
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表1 地方別石灰石生産量

年度 北海道 0 東北 0 関東 a 中部 a 近畿 a 中国. 0 四国 a 九州 0 沖縄 0 全国 0 生産原価

1925 120 2.9 391 9.4 683 16.5 233 5.6 112 2.7 424 10.2 208 5.0 1,970 47.6 o.o 4,142 100.0

1926 152 2.9 456 8.7 936 17.9 348 6.7 141 2.7 519 9.9 262 5.0 2,418 46.2 o.o 5,232 100.0

1927 165 2.9 473 8.3 1,085 19.1 386 6.8 154 2.7 579 10.2 286 5.0 2,571 45.2 o.o 5,682 100.0

1928 171 2.9 518 8.8 1,248 21.1 408 6.9 158 2.7 617 10.4 296 5.0 2,494 42.2 o.a 5,910 100.0

1929 190 2.9 551 8.4 1,498 22.9 435 6.6 177 2.7 738 11.3 330 5.0 2,628 40.1 o.o 6,548 100.0

1930 170 2.9 469 8.0 1,330 22.6 348 5.9 164 a.s 687 11.7 295 5.0 2,395 40.8 o.o 5,876 100.0

1931 167 2.9 490 8.5 1,354 23.6 365 6.4 154 2.7 637 11.1 285 5.0 2,283 39.8 o.a 5,735 100.0

1932 185 2.9 528 8.3 1,515 23.9 421 6.6 176 2.8 710 11.2 440 6.9 2,376 37.4 o.o 6,352 100.0

1933 228 2.9 665 8.5 1,857 23.7 625 8.0 215 2.7 907 11.6 577 7.4 2,747 35.1 o.o 7,822 100.0

1934 180 2.3 630 7.9 2,224 27.9 607 7.6 176 2.2 829 10.4 524 6.6 2,800 35.1 o.a 7,970 100.0

1935 205 2.3 641 7.3 2,430 27.6 830 9.4 248 2.8 871 9.9 504 5.7 3,075 34.9 o.o 8,805 100.0

1936 227 2.3 687 7.0 2,861 29.3 958 9.8 305 3.1 992 10.1 516 5.3 3,235 33.1 o.a 9,781 100.0

1937 569 5.1 883 7.9 3,095 27.6 1,171 10.4 591 5.3 1,049 9.4 575 5.1 3,277 29.2 o.o 11,210 100.0

1938 607 5.2 1,071 9.3 3,259 28.2 1,151 9.9 650 5.6 1,118 9.7 650 5.6 3,067 26.5 o.o 11,573 100.0

1939 666 5.3 1,462 11.6 3,514 27.9 1,168 9.3 774 6.2 1,171 9.3 706 5.6 3,121 24.8 o.o 12,582 100.0

1940 752 5.7 1,614 !2.3 3,518 26.8 1,180 9.0 862 6.6 1,282 9.8 747 5.7 3,159 24.1 o.o 13,113 100.0

194ユ 756 5.6 1,616 12.0 3,541 26.3 1,253 9.3 836 6.2 1,376 10.2 986 7.3 3,104 23.0 o.o 13,467 100.0

1942 768 6.1 1,398 11.0 3,242 25.6 1,163 9.2 746 5.9 1,392 11.0 983 7.8 2,963 23.4 o.o 12,654 100.0

1943 1,062 7.7 1,445 10.4 3,358 24.2 1,227 8.9 702 5.1 1,763 12.7 1,044 7.5 3,259 23.5 o.a 13,860 100.0

1944 745 8.0 967 10.4 2,247 24.1 752 8.1 406 4.4 1,171 12.6 555 6.0 2,473 26.5 o.a 9,317 100.0

1945 342 7.4 411 8.9 1,170 25.4 379 8.2 256 5.6 596 12.9 278 6.0 1,172 25.5 o.o 4,604 100.0

1946 183 4.0 229 5.0 1,373 30.0 366 8.0 275 6.0 458 10.0 228 5.0 ユ,465 32.0 o.a 4,578 100.0

1947 256 5.0 307 6.0 1,585 31.0 614 12.0 409 8.0 511 10.0 306 6.0 1,125 22.0 o.o 5,113 100.0

1948 292 4.1 509 7.2 1,867 26.5 637 9.0 387 5.5 753 10.7 495 7.0 2,111 29.9 o.o 7,050 100.0

1949 264 3.1 695 8.0 2,326 26.9 811 9.4 453 5.2 1,078 12.5 691 8.0 2,325 26.9 o.o 8,645 100.0

1950 430 3.7 858 7.3 2,949 25.1 983 8.4 544 4.6 1,368 11.6 794 6.8 3,817 32.5 o.o 11,743 100.0 250

1951 564 3.6 1,311 8.4 3,509 22.5 1,257 8.1 625 4.0 1,807 11.6 1,132 7.3 5,372 34.5 o.a 15,577 100.0 270

1952 493 3.2 1,292 8.4 3,814 24.7 1,320 8.5 746 4.8 1,695 11.0 1,020 6.6 5,085 32.9 o.o 15,465 100.0 a70

1953 743 3.8 1,617 8.3 4,715 24.2 1,563 8.0 4,086 zi.o 2,004 10.3 1,115 5.7 6,652 34.1 o.o 19,494 100.0 300

1954 727 3.4 1,661 7.8 5,371 25.3 1,708 8.1 1,322 6.2 2,094 9.9 1,046 4.9 7,262 34.3 o.o 21,191 100.0 340

1955 599 2.8 1,704 7.9 6,057 28.0 1,574 7.3 1,439 6.7 2,144 9.9 1,023 4.7 7,087 32.8 o.o 21,628 100.0 312

1956 622 2ニ4 2,214 8.5 6,973 26.9 1,887 7.3 1,708 6.6 2,550 9.8 1,171 4.5 8,832 34.0 o.o 25,958 100.0 303

1957 726 2.6 2,458 8.7 7,703 27.4 1,878 6.7 1,937 6.9 2,673 9.5 1,374 4.9 9,403 33.4 o.o 28,152 100.0 275

1958 741 2.7 2,352 8.6 7,954 29.2 1,787 6.6 1,889 6.9 2,563 9.4 1,248 4.6 8,664 31.9 o.o 27,198 100.0 279

1959 879 2.6 3,027 9.1 9,567 28.8 2,529 7.6 2,149 6.5 3,314 10.0 1,560 4.7 10,302 31.0 o.a 33,248 100.0 283

1960 899 2.3 3,411 8.6 10,920 27.5 3,643 9.2 2,561 6.4 4,495 11.3 1,859 4.7 11,955 30.1 o.o 39,744 100.0 286

1961 1,087 2.4 3,896 8.5 12,638 27.5 4,004 8.7 3,438 7.5 5,100 11.1 2,613 5.7 13,189 28.7 o.a 45,965 100.0 305

1962 1,224 2.4 4,729 9.5 13,926 27.9 4,149 8.3 3,527 7.1 5,175 10.4 3,322 6.6 13,924 27.9 0.0 49,976 100.0 317

1963 1,400 2.5 5,409 9.6 15,391 27.4 4,676 8.3 3,856 6.9 5,832 10.4 3,990 7.1 15,626 27.8 o.a 56,180 100.0 324

1964 1,403 2.3 5,510 9.1 17,217 28.3 4,841 8.0 3,977 6.5 6,077 10.0 4,444 7.3 17,397 28.6 o.o 60,865 100.0 328

1965 1,430 2.3 5,967 9.4 17,186 27.2 4,496 7.1 4,000 6.3 6,147 9.7 5,064 8.0 18,980 30.0 o.o 63,270 100.0 342

1966 1,738 2.4 6,814 9.3 19,221 26.1 5,170 7.0 4,106 5.6 7,917 10.8 5,808 7.9 22,850 31.0 o.o 73,625 100.0 328

1967 1,856 2.2 7,457 8.9 21,751 25.9 6,137 7.3 4,441 5.3 9,887 11.8 6,605 7.9 25,688 30.6 o.o 83,823 100.0 33?

1968 2,036 2.2 8,768 9.3 23,547 25.0 6,753 7.2 4,703 5.0 11,673 12.4 7,453 7.9 29,069 30.9 o.o 94,002 100.0 418

1969 2,273 2.1 10,203 9.6 25,797 24.2 6,890 6.5 5,750 5.4 14,210 13.3 8,277 7.8 33,290 31.2 o.o 106,690 100.0 373

1970 2,975 2.5 11,391 9.5 29,505 24.7 7,979 6.7 5,600 4.7 17,353 14.5 8,521 7.1 36,256 30.3 0.0 119,581 100.0 331

1971 3,027 2.4 10,614 8.4 30,242 24.0 8,622 6.8 6,122 4.9 18,317 14.5 11,914 9.5 37,108 29.5 o.o 125,967 100.0 345

1972 3,474 2.5 12,256 8.7 32,720 23.1 9,742 6.9 6,470 4.6 19,820 14.0 14,314 10.1 41,001 29.0 1,660 1.2 141,456 100.0 366

1973 4,225 2.5 14,321 8.6 33,480 ao.i 10,749 6.5 6,887 4.1 23,693 14.2 18,818 11.3 47,868 28.8 6,448 3.9 166,488 100.0 318

1974 3,715 2.4 14,070 9.0 32,600 20.8 9,633 6.1 5,489 3.5 22,515 14.4 18,179 11.6 44,131 28.2 6,312 4.0 156,645 100.0 423

1975 3,297 2.3 13,133十 9.2 30,903 21.5 9,257 6.5 4,774 3.3 20,578 14.3 16,593 11.6 39,826 27.8 5,424 3.8 143,437 100.0 602

単位 ：生産量は千 トン,価 格は円/トン

※生産原価は通商産業大臣官房調査統計部編『本邦鉱業の趨勢』通商産業調査会,各 年版に記載されている生産金額を生産量で除して算出した

※四捨五入のため合計が合わない場合がある

※沖縄は1973年1月 から計上

出典.：石灰石鉱業協会 『石灰石』第166号,1977,p.205（ 原出典は通商産業大臣宮房調査統計部資料）
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の よ うに石灰 石 の用途 は様 々 で あ るが,わ が国 では

主 に表2で 掲 げ る用途 で石 灰石 が利 用 され て きた。

本項 で は表2で 掲 げ た用途 の うち,出 荷 量 が 多い鉄

鋼,セ メン ト,石 灰 ・カーバ イ ド,骨 材 ・建 材 の4

つ の主要 な用 途 を取 り上 げ,そ の 利用 方法 を検討 し
        12）
て い くこ とに した い。

 ① 鉄 鋼

 鉄鋼 業 は鉄 鉱石 と原料炭 を主 原料 と して銑鉄 を製

造 して それ を製鋼 し,さ らに圧 延 して加 工 して製 品

を製 造す る産 業 で あ る。 前述 したよ うに,石 灰石 は

その うちの製 銑部 門 と製鋼 部 門の両 方 で利用 され る

代 表的 かつ最 も使 用 量の 多 い副原料 であ る。

 製 銑部 門 では,石 灰 石 は高炉 内 で鉄鉱 石 内の脈 石

とコー クス中の灰 分 と化 学反 応 を し,溶 融 したス ラ

グ （鉱滓 ） とな る。 また,鉄 鉱 石 中に含 まれ る硫 黄

等 の不純 物 とも化 合 して,銑 鉄 か らこれ ら を取 り除

く働 き をす る。

 製 鋼部 門 で は,石 灰 石 か ら生 石灰 を製 造 して か ら

利 用す るこ とで製銑部 門 と同様 に造滓剤 としての役

割 を果 たす他,石 灰石 の まま利 用 す る こ とで冷却 材
         13）
としての役割 も果 たす。粗 鋼1ト ン を製 造 す るの に
              14；
必要 な石 灰石 の量 は215kgで あ る。 製銑,製 鋼 部 門

で発生 したス ラ グは,冷 却方 法 に よって異 な るが,

道 路用,セ メン ト用,コ ン ク リー ト用 と して利 用 さ

れ る。

 ② セ メ ン ト

 ー般 的 なボル トラ ン ドセ メ ン トの製造 には,石 灰

石,粘 土,け い石,酸 化鉄 原料,石 膏 が原料 として

必 要 であ る。 これ らの原 料 の うち,石 膏 を除 いた諸

原 料 を一 定 の比率 で混 合 し,1,000℃ 以上 の熱 を加

えて焼 成す る とボ ル トラ ン ドセ メ ン トク リンカ と呼

ば れ る物 質 を得 る。 この ク リンカに石 膏 を加 えて粉

砕 す る とボル トラ ン ドセ メ ン ト製 品 とな るので あ る。

さ らに,セ メ ン トに水,砂,骨 材 と混和 剤 を混ぜ る
         ユゆ
とコン ク リー トとな る。 コ ンク リー トが 現代 の土 木

建 築 に不 可欠 な もの であ る こ とは論 を俟 た ないが,

石 灰石 が 原料 で あ るセ メン トが なけれ ば製造 す る こ

とが で きな いの であ る。 セ メン ト1ト ン を製 造す る
                 16）
の に必要 な石 灰石 の量 は1,082kgで あ る。

 ③ 石灰

 石 灰 とは生石 灰 と消石 灰 の総 称 であ り,前 者 は石
   かしょう

灰石を蝦焼 したものであり,後 者は生石灰を水和さ
              ユの
せ た後,分 級 整粒 した もので あ る。 生石 灰 は前述 し

た製鋼 用 をは じめ,カ ーバ イ ドや ソー ダ な どの化 学

工 業,農 薬,後 述 す るALCと 呼 ば れ る建 材製 造 な

ど様 々 な産 業 で利 用 され る。

 カーバ イ ドとは生石 灰 と炭素 材 を電炉 で加 熱反 応

させ た後冷 却 固化 して得 られ る物質 で,石 灰 窒素や

ア セ チ レン製 造 の 原料 とな る。 消石 灰 は漂 白剤 や

ソー ダ製 造 とい った化 学工 業,左 官 用 の漆喰,肥 料

や食 品製 造 な どに用 い られ る。 生石 灰1ト ン を製 造

す るの に必 要 な石 灰石 は1,800kg,消 石 灰1ト ン を
                  18）

製造 す るの に必要 な生石 灰 は800kgで あ る。

 ④ 骨 材 ・建材

 骨 材 とは,セ メ ン トと混合 して コン ク リー トを作

るため に必要 な材 料 の こ とで,砕 石 や 河川砂 利 な ど
              ユ9）
と ともに石 灰 石 が利用 されて い る。 石灰 石 は 「セ メ

ン ト ・鉄鋼 用 として代 表 され るよ うに化 学 的用 途 に

充 当すべ き極 め て重要 な有 効 資源 と して温 存 され る
                 20）
べ き」 との認 識 が あっ たに もかか わ らず,セ メン ト

との相性 が 良 く,コ ン ク リー トの初 期 強度 を高 め る
                21）骨材 とし

て1955年 以 降増加 して いっ た。 石灰 石 はア

ル カ リ骨 材 反応 と呼 ばれ るコン ク リー トの膨 張劣 化

反応 を起 こ さない こ とも骨 材 と しての石 灰石 の利 用

!2） 本 項 で掲 げた 以外 の 主要 な石 灰 石 が 利 用 さ

 れ て い る産 業 を列 挙 す る と,窯 業 （ガ ラス,

 タ イル,陶 磁 器 な ど）,化 学 工 業 （ソー ダ,

 カーバ イ ド,他 カル シウム化合 物 製造工 業 ）,

 農畜 産業,医 療,食 品製造 業,医 薬 品製造業

 な ど。 これ らの産 業 で の利用 方法 につ い ては

 協 会 『石 灰 石 の用 途 と特 性』,pp.175-509,

 石灰 石鉱 業協 会 『石灰 石 の話 』石灰 石鉱 業協

 会,1997を 参 照 され た い。

13） 生石灰 につ いて は③ を参 照 された い。

14） 協 会 『石 灰 石 の 話』,p.34。 な お,こ れ は

 1994年 度 の実績値 であ る。

15） 骨 材 につ いて は④ を参照 され たい。

16） 協 会 『石灰石 の話』,p.34

17） 協 会 『石 灰 石 の 話』,p.23。 蝦 焼 と は高 熱

 を加 え るこ とで脱 水,分 解 な どを起 こさせ,

 揮発 成分 を除 くこ とで あ る。

18）

19）

20）

21）

 協 会 『石灰 石 の話 』,p.34

 石 灰石 鉱 業 協 会 「石 灰石 鉱 業 の現 状 」 『石

灰石 』 第166号,1977,p.94

 協 会 「石灰 石鉱 業 の現状 」,p.!02

 協 会 『石 灰 石 の 話』,p.41,協 会 「石 灰 石

鉱 業 の 現 状 」,p.94
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表2 用途別石灰石出荷量

年度
出荷量

セメント a 鉄鋼 a カーバイド 0 石灰 0 曹達硝子 0 タンカル a ：土建 0 その他 0 出荷合計 a

1925 1,703 41.1 512 12.4 303 7.3 1,207 29.1 152 3.7 264 6.4 4,142 100.0

1926 2,259 43.2 595 11.4 357 6.8 1,526 29.2 189 3.6 306 5.8 5,232 100.0

1927 2,442 43.0 636 11.2 389 6.8 1,672 29.4 218 3.8 326 5.7 5,682 100.0

1928 2,521 42.7 680 11.5 415 7.0 1,734 29.3 222 3.8 338 5.7 5,910 100.0

1929 2,820 43.1 738 11.3 456 7.0 1,920 29.3 244 3.7 371 5.7 6,548 100.0

1930 2,396 40.8 671 11.4 494 8.4 1,726 29.4 219 3.7 362 6.2 5,867 100.0

1931 2,325 40.5 675 11.8 495 8.6 1,683 29.3 213 3.7 343 6.0 5,735 100.0

1932 2,628 41.4 731 11.5 514 8.1 1,863 29.3 240 3.8 374 5.9 6,352 100.0

1933 3,151 40.3 958 12.2 605 7.7 1,337 17.1 310 4.0 460 5.9 7,822 100.0

1934 3,593 45.1 981 12.3 760 9.5 1,924 24.1 277 3.5 435 5.5 7,970 100.0

1935 4,075 46.3 1,018 11.6 808 9.2 2,102 23.9 356 4.0 445 5.1 8,805 100.0

1936 4,277 43.7 1,279 13.1 953 9.7 2,371 24.2 404 4.1 496 5.1 9,781 100.0

1937 5,091 45.4 1,438 12.8 974 8.7 2,719 24.2 402 3.6 596 5.3 11,220 100.0

1938 5,184 44.8 1,582 13.7 1,000 8.6 2,809 24.3 359 3.1 639 5.5 11,573 100.0

1939 5,524 43.9 1,805 14.3 1,020 8.1 3,058 24.3 425 3.4 750 6.0 12,582 100.0

1940 5,751 43.9 2,011 15.3 1,002 7.6 3,157 24.1 423 3.2 770 5.9 13,113 100.0

1941 5,502 41.2 2,259 16.9 1,070 8.0 3,291 24.6 438 3.3 807 6.0 13,367 100.0

1942 4,435 35.0 2,716 21.5 1,069 8.4 3,186 25.2 445 3.5 803 6.3 12,654 100.0

1943 4,255 30.7 2,967 21.4 1,303 9.4 3,881 28.0 470 3.4 985 7.1 13,860 100.0

1944 3,040 32.4 2,355 25.1 989 10.6 2,064 22.0 259 2.8 668 7.1 9,373 100.0

1945 1,320 28.7 925 20.1 520 11.3 1,237 26.9 142 3.1 459 10.0 4,604 100.0

1946 1,514 33.4 323 7.1 503 11.1 1,367 30.2 200 4.4 560 12.4 59 1.3 4,527 100.0

1947 1,907 37.5 485 9.5 525 10.3 1,285 25.3 250 4.9 578 11.4 57 1.1 5,087 100.0

1948 2,841 40.9 772 11.1 657 9.5 1,823 26.2 300 4.3 499 7.2 55 0.8 6,947 100.0

1949 4,474 49.9 947 10.6 688 7.7 1,555 17.3 525 5.9 241 2.7 381 4.2 159 1.8 8,969 100.0

1950 6,145 52.1 1,431 12.1 744 6.3 1,645 13.9 765 6.5 303 2.6 605 5.1 158 1.3 11,797 100.0

1951 8,522 55.0 2,134 13.8 782 5.0 1,805 11.6 1,191 7.7 332 2.1 475 3.1 260 1.7 15,500 100.0

1952 8,832 57.8 1,805 11.8 879 5.8 1,750 11.5 811 5.3 353 2.3 589 3.9 251 1.6 15,269 100.0

1953 11,126 57.2 2,291 11.8 974 5.0 2,215 11.4 1,472 7.6 320 1.6 702 3.6 354 1.8 19,453 100.0

1954 12,760 60.4 1,819 8.6 860 4.1 2,503 11.8 1,771 8.4 270 1.3 820 3.9 331 1.6 21,134 100.0

1955 13,183 60.5 1,997 9.2 1,047 4.8 2,492 11.4 1,779 8.2 327 1.5 651 3.0 319 1.5 21,796 100.0

1956 15,932 61.6 2,418 9.3 1,078 4.2 2,685 10.4 2,224 8.6 406 1.6 728 2.8 408 1.6 25,880 100.0

1957 17,918 64.0 2,652 9.5 1,176 4.2 2,759 9.9 1,699 6.1 457 1.6 804 2.9 514 1.8 27,978 100.0

1958 17,649 65.3 2,377 8.8 1,202 4.4 2,428 9.0 1,224 4.5 529 2.0 1,121 4.1 508 1.9 27,038 100.0

1959 21,861 66.0 2,902 8.8 1,391 4.2 2,731 8.2 1,570 4.7 640 1.9 1,356 4.1 668 2.0 33,119 100.0

1960 26,961 67.8 3,728 9.4 1,578 4.0 3,230 8.1 1,421 3.6 772 1.9 1,379 3.5 695 1.7 39,763 100.0

1961 30,306 66.3 4,979 10.9 1,810 4.0 3,780 8.3 1,147 Z.5 904 2.0 1,985 4.3 815 1.8 45,727 100.0

1962 34,148 68.9 4,823 9.7 1,800 3.6 3,345 6.7 1,293 2.6 965 1.9 2,353 4.7 857 1.7 49,584 100.0

1963 37,246 66.8 5,674 10.2 2,322 4.2 4,049 7.3 969 1.7 1,021 1.8 3,364 6.0 1,118 2.0 55,764 100.0

1964 38,849 64.8 7,108 11.9 2,317 3.9 4,163 6.9 1,053 1.8 1,111 1.9 3,871 6.5 1,474 2.5 59,946 100.0

1965 39,447 62.9 8,223 13.1 2,166 3.5 4,362 7.0 1,096 1.7 1,368 2.2 4,236 6.8 1,841 2.9 62,740 100.0

1966 46,615 63.2 9,906 13.4 7,031 9.5 1,265 1.7 1,634 2.2 5,248 7.1 2,013 2.7 73,713 100.0

1967 53,393 63.8 12,168 14.5 8,249 9.9 990 1.2 1,812 2.2 5,684 6.8 1,384 1.7 83,680 100.0

1968 58,734 62.8 14,648 15.7 7,864 8.4 861 0.9 2,433 2.6 7,983 8.5 942 1.0 93,465 100.0

1969 66,156 62.1 18,112 17.0 8,336 7.8 886 0.8 2,681 2.5 9,354 8.8 958 0.9 106,482 100.0

1970 70,688 59.4 22,967 19.3 8,446 7.1 1,048 0.9 3>015 2.5 11,837 9.9 1,060 0.9 119,061 100.0

1971 73,598 59.0 23,621 18.9 8,188 6.6 980 0.8 3,301 2.6 13,882 11.1 1,166 0.9 124,736 100.0

1972 85,204 60.7 24,882 17.7 8,623 6.1 1,084 0.8 3,533 2.5 15,993 11.4 1,105 o.s 140,424 100.0

1973 95,339 57.3 29,812 17.9 9,116 5.5 1,072 0.6 3,974 2.4 25,024 15.0 2,116 1.3 166,454 100.0

1974 86,086 55.3 29,254 18.8 8,430 5.4 891 0.6 4,056 2.6 24,835 16.0 2,123 1.4 155,675 100.0

1975 80,306 55.8 26,600 18.5 8,745 6.1 759 0.5 3,982 2.8 22,423 15.6 1,161 o.s 143,976 100.0

単位 ：千 トン

※四捨五入のため合計が合わない場合がある

※1966年度以降の石灰にはカーバイ ドを含む

※その他 とは主に買鉱用である

出典 ：石灰石鉱業協会 『50年のあゆみ』石灰石鉱業協会, 1996,pp.30-34（ 原 出典 は通商産 業大 臣官房 調査統 計部 資料）
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        ラ

を促 進 して い る。 また,石 灰 石 を微 粉砕 した炭 酸 カ

ル シ ウム粉末 （タ ンカル） は,ア スフ ァル ト舗 装材

と して利用 され てい る他,路 床材 や路 盤材 として も

一部 で利 用 され てい る
。

 石 灰石 は,建 材 と して も利用 され,原 石 その ま ま

を加工 して建 材 とす る方法 と,化 学合 成 され た建材

の原 料 として利用 され る方 法 の二つ の利用 方 法が あ

る。 前者 の代 表例 と して,大 理石,石 灰石 をチ ップ

化 若 し くは粉砕 して成 型 した テ ラゾー製 品や 寒水石

が あげ られ る。 テ ラゾー製 品 とは大理 石や 流 紋岩 を

破 砕 して混練,成 型 して大理 石様 の 建材 と した もの

で あ り,寒 水石 とは石灰 石 を破砕 して粒度 を揃 えた

もので,化 粧 材や 充嗔 材,バ ン カー砂 な どに利用 さ

れ て い る。後 者 の代 表 例 と して,ALC（ 軽 量気 泡

コ ン ク リー ト）が あげ られ る。ALCは その名 の通

りコンク リー トの一 種 で あ るので原料 にセ メ ン トが

使 われ る。 また,発 泡,凝 固,硬 化 の一連 の 反応 を

す る際 に,生 石 灰 が 大 きな役 割 を果 た し て い る。

ALC 1ト ン を製 造 す るに 必要 な 生石 灰 は75kg,セ
         23）
メン トは130kgで あ る。

 この よ うに,石 灰 石 は,鉄 鋼 業や セ メ ン トな どの

主要 産業 に おい て代 替 性が 低 い,若 し くは代 替不 可

能 な用途 に利 用 され てい る。 この こ とは,石 灰石 鉱

業が安 定 して石 灰石 を供 給 す る こ とが わが 国の経 済

発展 に おい て重要 で あ った こ とを示 してい るで あ ろ

う。

第三節 戦後の石灰石鉱業の展開

                   の
1.明 治 ～第二次世 界 大戦 中 の石 灰石 鉱 業

 産 業 としての石 灰石 採掘 が本 格 的に 開始 され たの

は,わ が国 にセ メ ン トが紹 介 され た1875年 以 降 の こ

とであ った。 同時 に,石 灰 製造 業者 の 中に も企業化

を試 み る者 も出 て きた。 開 始 時期 は 地 区 に よって

様 々で あ るが,ユ880年 代 まで には概 ね全 国 の各地 区

ヱ2ヱ

22） 協会 『石 灰石 の話』,p.42

23） 協会 『石灰石 の話』,p.34

24） 以 下 の記 述 は特 に 断 りの な い 限 り,協 会

 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ み」,pp.112-139を 参 照

 した。 また,本 論 の検 討対 象が 戦後 の石 灰石

 鉱業 の展 開 にあ るため,本 項 の記述 は概 説 的

 な もの に と どめ た。

で企業 に よ って石 灰石 鉱 山が 開発 され,石 灰 石採 掘

が行 われ る よ うに な ってい た。 これ らの開発 は石 灰

石採 掘 を専 門 とす る企 業 で はな く,セ メン ト業や 石

灰 製造 業,鉄 鋼 業 の企業 が 中心 とな って いた。 当時

は鉱業 法制 の適 用 を受 けなか ったため,山 林 として

地 元の 地主 か ら石 灰石 鉱 山が購 入 され た。採 掘 形態

は,全 国 で事 業 を展 開す る大 企業 が持 つ石灰 石鉱 山

では地 元住 民や 業者 に よ る請 負採 掘が 一般 的 であ っ

た よ うで あ る。例 えば,小 野 田セ メン トでは福 岡の

恒 見 の吉 田鉱 山 を山林 と して3,850円 で買 収 し,恒
                   25）
見 出張所 の直営 と したが,後 に請 負掘 と した。 熊本

の大築 島 では 萬氏が浅 野 セ メ ン ト八代工 場 の元 請業

者 とな り,7名 の下 請業 者が採 掘 を行 ってい た。 こ

うした請負採 掘 は東亜 セ メン ト白崎工場 や磐 城 セ メ
            の
ン ト八茎鉱 山で も見 られ た。

 また,石 灰石 が セ メン ト,鉄,石 灰 と用 途が 幅広

か ったため,地 元住 民が 企業 を設 立す る事例 も見 ら

れた。 東 京の青梅 では1888年 に青梅 セ メン ト株 式会

社 が,1890年 には北 海道 の函館 に北海 セ メ ン ト株式

会社 が 設立 され,石 灰石 採掘 とセ メン ト製 造 を行 っ

た。 当時 の採掘 方法 は黒 色火 薬 の使用 も見 られた も

のの,概 ね鑿や 鶴嘴,金 梃 子 を用 いた手掘 りで あ り,

残 柱 式採掘 や透 か し掘 （下 抜採掘 ） といっ た原始 的
      27）
な もの で あ った。 これ らは 玄 翁 な どで 破 砕 され,

モ ッ コや籠,手 押 し鉱車 な どを利 用 した人力若 しく

は牛 馬に よって運搬 され た。 運搬 され た石 灰石 は鉄

道や船 を利用 して工 場へ と輸送 され た。

 大正 期 に入 る と明治期 以上 に セ メン ト工 場 を中心

と した石 灰石 を利 用 す る工 場 が各 地 に建 設 さ れ て

い った。 それ に伴 っ て石 灰石 需要 も増大 し,採 鉱や

運 搬 の機械 化 が進展 した。採 鉱部 門では エア コンプ

レッサーや 削岩 機 の利用 が普 及 し,運 搬 で は索道 が

徐 々 に利 用 され る よ うに な ってい った。 北海 道の 峩
                       
朗 鉱 山 では1920年 に機 関車 に よ る運搬 が行 われ た。

25） 日本 経営 史研 究所 編 『小 野 田セ メ ン ト百年

 史』,pp.66-67

26） 住 友 セ メン ト社 史編纂 委 編 『住 友 セ メ ン ト

 八十 年史』,p.36

27） 透 か し掘 とは採掘 面 の下部 を抉 って上 方の

 石 灰石 を も落 下 させ る とい う原 始的 な採掘 方

 法 で あ る （協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ み」,p.

 16）0

28） 協会 「石 灰石 鉱業 の あ ゆみ」,p.22
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黒色 火薬 に代 わ り,ダ イナ マ イ トや カー リッ ト火 薬

も普 及 した。 また,ク ラ ッシャーや ミル とい った破

砕機 も導 入 され た。機 械化 は請 負賃 金 の下落 も もた

ら し,小 野 田セ メ ン トで は手掘 り時代 には トン当 た

り57～78銭 だ った請 負 ：賃金 が49～57銭 へ と下 落 し
 
た。 他 方 で労 働 の直轄 化 が進展 した。小 野 田セ メ ン

トで は機 械化 が進 展す る1920年 代 ま でに は大 嶺,吉
             30>田

の各鉱 山で直営 化 が進展 した。 当時 の賃金 につ い

ては基 準 も定 まって お らず詳 らか で ないが,大 正 中

期 ～末期 の採 鉱 夫 の一 日当 た り賃金 が1～2円70銭

程度,運 搬 夫が1円50銭 程 度 で あっ た と記録 されて

い る。

 昭和期 に入 る とさ らに機 械化 が進 展 す る一 方,採

掘法 にお いて は透 か し掘 か ら よ り安 全 な傾斜 面採 掘
        ヨユ 

法 の採用 が始 まっ た。 この背景 に は機械 化 の進展 に

加 えて1934年 に施 行 され た 「土石採 取場 安全 及衛 生

規 則」 で実質 的 に透 か し掘 が禁 止 され た こ と も指 摘
  32）
で きる。 他方 で積 込法 の進 展 は捗 々 し くな く,1939

年 に なっ て 日本 セ メン ト白崎鉱 山で採鉱 面 に直角 に

掘 削 され た坑 道 を利用 して運搬 具 に採鉱 した石灰石

を積 み 込む トンネル法 が採 用 され,順 次各地 の鉱 山
       33>
で普 及 して い った。 運 搬 で は1939年 に エ ン ドレ ス
                     34）
ロープ捲 が小 野 田セ メン ト藤 原鉱 山 で採用 され た。

鉱 車 の鉄化 は一 部 の鉱 山で行 われ たが,大 手 セ メン

ト企業 の鉱 山で も1ト ン乃至2ト ン積 の木 製鉱 車が
           35>
戦 時期 を通 して利用 された。 こ うした機械化 と採掘

方 法 の変化 は生 産量 の拡 大 を もた ら し,1937年 に は

1,000万 トン を超 え,1943年 に は1,386万 トン と,大

正 末 年 の約3倍 に達 し た （表1） 。 また,鉄 鋼 需要

が増 加 し,1942年 に は 需要 の20%以 上 を 占め る に

至 った （表2） 。

29） 日本 経営 史研 究所 編 『小 野 田セ メン ト百 年

 戦時期の石灰石鉱業における変化の中で重要な出

来事の一つが,1940年 設立のセメント統制会に石灰

石に関する業務を管掌する企画第二課が設置された

ことであろう。戦後の石灰石鉱業協会は,企 画第二

課の設立について 「現在の様な鉱業法の適用をうけ

ず,土 石採取業の一つで社会的地位も低 く,世 話を

する公の機関もなかった」石灰石鉱業が 「大げさに

言えば,石 灰石について国として初めて関心を持た
                 36）
れ た」画期 的 な もの であ った として い る。 石灰 石鉱

業 では1886年 に美 濃赤坂 で同業 者組合 が,1903年 に

青 梅 で石灰 販 売組合 が結 成 され るな ど地域 的 な組 合

組 織 は作 られ て いたが,全 国的 な組織 の 設立 はセ メ

ン ト統 制会 が初 め ての こ とで あっ た。

 もう一 つ の重要 な 出来事 が採掘 方 法の革 新 で あっ

た。 それ が1942年 に浅 野セ メン ト津 久見鉱 山で採用

され た グ ロー リホー ル法 （当時 の名称 は露天坑 井 法,
           37）
以下GH法 と略記 ） であ る。 GH法 は 「労 務 者 ノ負

担 ヲ軽減 シ採掘 能率 ヲ増進 ス ル方法 」 として セ メン

ト統 制会 を経 由 して普 及が 図 られ,1945年 まで に津
                ヨ  

久 見鉱 山 を含 め て9鉱 山 で採用 され た。 しか し,大
                     39）勢

としては傾斜 面 採掘 法 と手積 が一般 的 で あっ た。

史 』,pp.224-225

30） 日本 経営 史研 究所 編 『小 野 田 セ メン ト百 年

史 』,pp.224-225

3ユ） 傾 斜 面採 掘法 とは,採 掘面 に40～70度 の傾

32）

33）

34）

35）

斜 をつ け て採掘 す る方法 で あ る （協会 「石 灰

石 鉱 業 の あ ゆ み」,p.4）。採 掘 法 は 第 四 節 以

下 で詳 細 に検 討 す る。

石 灰石 鉱 業協会 「グロー リホー ル特 集号 」

『石 灰石 』 第71号,1961,p.21

協会 「石 灰石鉱 業 の あゆみ 」,p.16

協会 「石 灰石 鉱業 の あゆ み」,p.22

 協会 「石 灰石 鉱業 の あゆ み」,p.138

2.戦 後の石灰石鉱業の展開

 ① 鉱物生産量の首位へ

 敗戦直後の石灰石鉱山の中には,戦 時中生産を

担っていた韓国人労働者が帰国したため,労 働力不
          40）足

に陥 る鉱 山 も見 られた。 また,1945年 の生産 量 は

500万 トン を割 り込 み,大 正 末期 の 水 準 に ま で落 ち

込 ん だ （表1） 。 こ う した中,1946年 に セ メ ン ト統

制会 は セ メン ト工 業会 に改 組 され,石 灰石 鉱 業 の業

界 団体 が消滅 す るこ と とな った。 この事 態 は 「近 時

折角 独立 部 門 トシテ漸 ク発 展 ノ緒 ニ ツキ タル石 灰石

事業 ヲ再 ビ細分 弱体化 スル コ ト トナ リ,斯 業 ノ発 達

ヲ妨 グノレ惧 レ大 ナ リ」 であ る と認 識 され,浅 野 セ メ

ン トや磐 城 セ メン トといっ た大 手 セ メン ト企 業 が発

36） 協 会 「石灰 石鉱 業 の あゆみ」,p.!35

37） グ ロー リホー ル法 とは,石 灰 石 層 に立坑 を

 掘 削 し,そ の周 りを漏 斗状 に採 掘 して い く採

 掘方 法 で あ る （協 会 「石灰 石鉱 業 の あゆみ」,

 p.4）。 採掘 法 は第 四節 以下 で 詳細 に検 討 す る。

38） 協 会 「グロー リホー ル特 集号 」,pp.15-17

39） 協 会 「石灰 石鉱 業 の現状 」,p.8

40） 協 会 「石灰 石鉱 業 の あゆみ」,p.9
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                 41）
起 人 となって石 灰石 鉱業 会 が設立 され た。 同会 の 目

的の一 つ は従来 鉱業 法制 の保 護 を受 け なか った石 灰
                      
石 を法 定鉱 物 にす る活動 を行 う こ とで あった。 法定

鉱 物 に指定 され る と,保 安 面 を中心 に法 的 な制 約 を

受 け るが,試 掘権 や 採掘 権 といった鉱 業権 に よ って

保 護 を受 け るこ とが で きる とい うメ リッ トが あ った。

同会 はGHQの 閉鎖 機 関処 理 令 に 該 当 す る恐 れ が

あ った ため,1948年 に石 灰石 鉱業 協会 に改組 され た
43）

が,1950年 に改正された新鉱業法で石灰石は法定鉱

物に指定され,名 実共に石灰石鉱業は鉱業の一部門
      とな

っ た。

 石灰 石鉱 業 は,戦 後 の復興 とともに発展 し,1951

年 度 に は年 間生 産 量1,500万 トン を突 破 し,戦 前,

戦 中期 の 最 高 値 で あ る1943年 の1,386万 トン を上

回 った （表1） 。 ま た,生 産構 造 は全 国の 鉱 山数 約

400～600の うち100前 後 を占め る石 灰 石 鉱 業協 会 加

盟 企業 の鉱 山が生産 量 の約80%を 占め る とい う寡 占
     45）

構 造 で あった。 こ う した 中で,同 協会加 盟 企業 の鉱

山 を中心 に機 械 化 やGH法 の採 用 が 進 展 した。 し

か し,GH法 は生産 量 の増大 に は貢 献 したが,削 岩

機 を持 った作業 員 が命綱 をつけ て採鉱 す る とい う方

法 であ り,実 際 に能 率 が上 が るため に は積 込や 運搬

面 の機 械化 が 進展 しなけれ ば な らなか った。例 えば,

小 野 田セ メ ン トで は1947年 に普 金 鉱 山 で グ ロー リ

ホー ル法 を採 用 し,津 久見 鉱 山で も部分 的 に採用 し
  るの
て いた。 さ らに1951年 に は藤原 ・阿哲鉱 山 で,1952

年 に は 重 安 鉱 山,そ して1955年 に 吉 田鉱 山 でGH

法 が採 用 され た。 こ う して 小 野 田セ メ ン トはGH

法へ の転 換 を推進 したが,1952～1954年 の 山元原価

は240～270円 の範 囲 を上 下 す るに とどま った。 この

背景 に は物 価上 昇や 藤 原鉱 山の事 故 に よ る原価 高 も

あ ったが,「 機 械 等 の開 発 設備 の 遅 れ た こ と もあっ

て,採 掘能 率 が若干 低下 し,前 々期 の 山元原価 には
      の
及 ば なか った」。GH法 採用 に よる生産 性 の 上 昇 は,

41）

42）

43）

44）

45）

46）

協会 『50年の あゆみ 』,p.!

協会 「石 灰石 鉱業 の あ ゆみ」,p.66

協会 『50年の あゆみ 』,p.1

協会 「石 灰石 鉱業 の あ ゆみ」,p.67

協会 「石 灰石 鉱業 の あ ゆみ」,p.106

以 下の小 野 田セ メ ン トに関す る記述 は,日
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 本 経営 史研 究所 編 『小 野 田セ メン ト百年 史』,

 pp.514-516に 基づ く。

47） 日本 経 営史研 究所 編 『小 野 田セ メ ン ト百年

 史』,p.516

積込 と運 搬 の機械 化 が進展 した1955～1956年 頃 に漸

く達 成 され た。結 果 と して 山元原価 は210～220円 台

を割 り込み,50円 近 い低 下 を見せ た。

 実 際,積 込 にお け るパ ワー シ ョベ ルの採 用や,運

搬 にお け るダ ンプ トラ ッ クの 導入 は これ らの能率 を

著 し く上 昇 させ た。常 磐 セ メ ン トの 白岩 鉱 山 で は

「積 込 み ・運搬 能率 が従 来 に比較 して一 人 当 り五倍 に
             

向上 した」 とされ てい る。他 方,大 手 鉱 山で も宇部

興産 伊佐 採石 所 の よ うに,1955年 代 後半 まで 「施 設

が 貧弱 で人 力 に頼 る部 分 が 多 く,極 め て非能 率 」 で

「破 砕 設備 や貯 蔵 庫 な ど もほ とん どが戦 後調 達 した

中古 品 で,そ の後 も効 果 的 な投 資 を して こな か っ
       49）
た」鉱 山 もあ った。 とは言 え,全 体 的 に は能率 は著

し く上昇 した。1952年 の採 掘員,運 搬 員,全 労働 者

の能 率 は それ ぞれ1,040,512,155（ トン/人/月 ）

で あ った が,1960年 に は そ れ ぞ れ/,669,1,662,

426（ トン/人/月 ） とな り,特 に運 搬 員 の 能率 上 昇
    50>
が 目立 っ た。 この能率 上昇 は全 国 的 な傾 向で あ り,

1952年 度 か ら60年 度 の 間 に採掘 員 の能 率 は 約1.7倍

に,運 搬員 の能率 は約4倍 に上 昇 した （表3） 。 そ

のため,生 産 原価 はほ とん ど上 昇せ ず,1953～1956

年 に300円/ト ン を超 え る もの の,概 ね270～300円/

トンで推移 した （表1） 。

 さて,従 来 の鉱 山で機械 化 や採 掘法 の変化 が 進展

す る一 方,1950年 代 半 ば以 降に は石.炭鉱業 企業 か ら

セ メン ト業 及 び石 灰石 鉱 業へ の進 出が 本格化 した。

石炭 鉱 業企 業 のセ メ ン ト業へ の進 出 は1923年 に沖 の

山炭鉱 （宇 部興 産 の前 身）が 宇部 セ メ ン ト製造株 式

会社 を設立 した り,麻 生 商店 （麻 生鉱 業 の前 身）が

1933年 に産 業 セ メン ト鉄 道株 式会社 を設立 した りす

る な どの事例 が 既 に存在 して いたが,戦 後 は1954年

の三菱 鉱業 に よ る三 菱 セ メン トの設立,1963年 の住

友石 炭 鉱業 に よ る住 友 セ メン トの設立 （常 磐 セ メン

トとの合 併 ）,三 井鉱 山 に よ る三 井 セ メ ン トの 設立

といった よ うに 旧財 閥系 石炭 鉱業 企業 に よる進 出 が

行 われ た こ とが 特徴 で あ った。

 以上 の よ うな技術 革新 や他 産業 か らの新 規参 入,

48） 住 友セ メ ン ト社 史 編纂 委編 『住 友 セ メン ト

八 十 年 史 』,pp.223-224

49） 百年史編纂委編 『宇部興産創業百年史』,

pp.191-192

50） 協 会 『50年 の あ ゆ み 』,p.44
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表3 石灰石鉱業の採掘能率

年度 作業日数
平均実働人員 能率

爆薬
採掘貝 運搬員 全員 採掘員 運搬員 全員

1950 16,230 189,474 479,648 1,577,811 41.64 16.45 4.99 62

1951 17,654 216,603 546,742 1,843,559 50.48 23.04 5.71 62

1952 1,528 958 2,284 5,940 1,040 512 155 64

1953 1,570 995 2,253 5,836 1,220 534 208 60

1954 1,585 1,010 2,289 6,187 1,294 571 210 60

1955 1,520 1,029 1,913 5,910 1,3!3 700 277 62

1956 1,654 1,ユ96 ユ,902 6,ユ33 1,397 878 272 62

1957 1,846 1,374 2,013 6,423 1,390 949 297 65

1958 1,871 1,347 1,794 6,334 1,380 1,036 293 66

1959 1,931 1,450 1,710 6,171 1,569 1,331 369 65

1960 2,001 1,622 1,629 6,360 1,669 1,662 426 67

1961 2,069 1,707 1,500 6,724 1,747 1,988 444 77

1962 2,204 1,880.4 1,379.4 6,889.4 1,707 2,340 469 75

1963 27 24 16 82 1,645 3,541 459 81

1964 28 24 15 81 1,748 3,716 489 81

1965 26 23 14 77 1,847 4,158 514 86

1966 27 23 12 84 2,344 4,575 564 86

1967 27 21 12 81 3,055 5,198 636 92

1968 27 20 13 80 3,104 4,775 722 101

1969 27 19 13 77 3,779 5,088 787 104

1970 27 17 13 76 4,618 5,765 910 110

1971 27 14 12 69 5,512 6,762 1,150 115

1972 27 13 12 65 7,272 7,740 1,399 117

1973 26 13 15 70 9,402 7,809 1,717 117

1974 26 12 16 70 9,567 7,256 1,599 117

1975 25 11 14 66 9,323 7,057 1,494 113

単 位 ：1963年 度以 降,作 業 日数 は1鉱 山 月平 均 日数 平 均実働 人員 は1鉱 山1日 平均 人員,能 率 は トン/人/月,爆

  薬は9/ト ン

※1950～51年 度の単 位 はそれ ぞれ年 間延 日数,年 間延 人員,ト ン/人/日

※1952～62年 度の単 位 はそれ ぞれ1月 作業 延 日数,平 均 実働 人員 は1月 平 均延 人員,能 率 は トン/人/月

出典 ：『50年の あゆみ』,p.44

また石灰 工 業の 需要 量が減 少 す る一 方 でセ メン ト業

の成長 に伴 い全体 の 需要 量が 増加 し続 け たため,石

灰 石 生産 量 は大 幅 に 増加 した （表2） 。1963年 度 に

は約5,620万 トンの生 産 量 を達 成 し,石 炭 鉱 業 の約

5,110万 トンの年 間生 産 量 を凌 駕 した （表1） 。1960

年 代以 降 の生産 量増加 の要 因 と して,新 たな採掘 法

であ る階段 採掘 法 （Bench Cut法,以 下BC法 と略

記 ）が 急速 に普 及 した こ と,そ して鉱 山 で様 々 な技

術 革新 が進 展 した こ と も指 摘 で き る。 これ らの過 程

につ いて は次節 で詳 細 に検 討 す る。

 ② 大規模 鉱 山に よ る集 中生産 へ

 1960年 代,石 灰 石鉱 業 で は石 灰石 需要 が 増大 す る

中で鉱 山労働 者 の供 給が不 足 す る とい う問題 が 顕在

化 してい た。 それ を解 決 す る手段 と して,採 鉱 か ら

積 込,運 搬 に至 るまで機械 化 が容易 な採 掘 法 であ る
                らユ 
BC法 を採 用 す る鉱 山が 増加 し始 め た。 そ の普及 割

合 は1966年 度 には32%で あ ったが1970年 度 に83%に
                   52）
達 し,わ が 国 の石 灰 石 採掘 法 の主 流 とな った。BC

法 は クロー ラ ドリル,大 型 ホ イー ル ロー ダ,大 型 ダ

ンプ トラ ッ ク等 の大 型 作業機 械 の普 及 と相 俟 っ て一

鉱 山当 た りの生産 量 を飛躍 的 に増大 させ た。1969年

度 の国 内の石灰 石 生産 量 は ユ億 トン を突破 し,ユ973

年度 には宇 部興 産 伊 佐鉱 山 で1,284.2万 トンの 年 間

生産 量 を記録 し,遂 に一鉱 山の 生産 量が1950年 度 の
                    らの
国 内生 産 量1,174万 トン を超 え る水 準 とな った。 同

時 にBC法 は能率 の 上昇,品 質 の維 持,保 安 問題 の

51） 階段採 掘法 とは,山 の頂 上部 や傾 斜面,グ

 ロー リホール 切 羽 を切 り開 い て5～10mの

 高 さ を持 つ平 坦 なベ ンチ を造成 し,採 掘 の進

 行 に伴 って レベ ル ダウ ン しな が ら階 段状 に採

 掘 して い く方 法 で あ る （石 灰石 鉱業 協会 「階

 段 採 掘 法 特 集 号 」 『石 灰 石 』 第94号,1965,

 pp.13-23,協 会 「石 灰 石 鉱 業 の 現 状 」, p.

 142）。採 掘法 は 第四節 以下 で詳 細 に検討 す る。

52） 協 会 『50年の あゆ み』,p.14

53） 表1及 び協 会 『50年の あゆ み』,pp.35-36



戦後石灰石鉱業史

                    54）解決
な どに も大 きな効 果 をあげ た とされて い る。 石

灰石 鉱 業 協会 の調 べ に よれ ば,1955年 度 に は5,700

トンであ った一鉱 山当 た りの 生産 量 は1963年 度 に は
                ラ
12,200ト ン と,2倍 以上 に上昇 した。 また削岩夫 の

能 率 は1955年 度 の1,302（ トン/人/月 ）か ら1963年

度 の1,719（ トン/人/月 ） と な り,約30%の 能 率 上
     の
昇 を示 した。

 宇 部興 産伊 佐鉱 山は,機 械化 及 びBC法 の 導入 に

よって 生産 量が顕 著 に増加 した事例 の一 つ で ある。

前 述 した よ うに,伊 佐 鉱 山 は1950年 代後 半 まで 人力

依 存 の採掘 を行 ってい た。1957年,伊 佐 鉱 山 は電気

シ ョベ ルや20ト ン積 み ダンプ トラ ック,ジ ャ イレ ト

リー ク ラッ シャーやハ イ ドロ コー ン クラ ッ シャー を

導 入 し,運 搬及 び積 込面 の機械 化 を進 め,翌 年 か ら
      57）操業 を開始 した

。 しか し,採 掘 法 は傾斜 面採 掘法 の

ま まであ った。 この機 械化 に よって1957年 度 に は約

71万 トンで あ った 生 産 量 は 急 増 し,1959年 度 に は

100万 トン を突破,10年 後 の1967年 度 に は機 械 化 当
                     58）時

の約4.7倍 の生 産量 で あ る約332万 トン とな った。

これ は一 鉱 山 当た りの生産 量 としては小 野 田セ メ ン

ト三輪 鉱 山 （約395万 トン） に 次 い で第2位 で あ っ
59）

た。 そ して1968年,伊 佐鉱 山はBC法 の 導入 を決 定
          60）
し,切 羽造 成 を開始 した。 機械 化 と同様,BC法 導

入 の効 果 も非常 に大 きか った。1968年 度 の生産 量 は

約380万 トン であ ったが,1970年 度 には約742万 トン
     
に増加 した。1973年 度 に一 鉱 山 当た り生産 量の 首位

とな る と と もに 生 産 量 は1,000万 トン を突 破 し,

1978年 度 に は1,364万 トン に達 した。1957年 度 の機

械化 時 点 の生産 量 と比較 す る と約19倍,1968年 度 の

BC法 導 入 時 点 と比較 して も約3.6倍 の 生 産 量 の 伸

び を達 成 した ので あ る。

 上記 の事例 にみ られ る よ うな生産 量 の伸 び とと も

に,能 率 も著 し く上昇 した。1960年 の採 掘員,運 搬
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員,全 労 働 者 の 能率 は そ れ ぞ れ1,669,1,662,426

（ト ン/人/月 ） で あ った が,1975年 に は そ れ ぞ れ

9,323,7,057,1,494（ ト ン/人/月 ） と な り,1960

年 代 に入 るまでは それ ほ ど能率上 昇 が見 られ なか っ

た採 掘員 の能率 が飛 躍的 に上 昇 した （表3） 。 能率

上 昇 は生産 原価 の低 下 を もた らした と見 られ,1967

年 まで生 産 原価 は300～350円/ト ンで推 移 し,1968

年 に400円 を超 え,1975年 に600円 台に な るまで生産

原価 は平均350円/ト ン前後 で あ った （表1） 。

 1960年 代 以 降の石 灰石 鉱 業 では,需 要 地や積 出駅,
                     62）
積 出港 か ら遠 い奥 地石 灰石 鉱 山の 開発 も進展 した。

奥地 石 灰 石 鉱 山 は輸 送 コ ス トが 嵩 む こ とが 問題 で

あ ったが,輸 送 面 の合理 化 が この問題 を解 決 した。

二つ の事例 をあげ よ う。1963年 に開発 が始 まっ た住

友 セ メ ン ト秋 芳鉱 山 は 山 口県 小 野 田市 （瀬 戸 内海

側 ） と長 門市 （日本 海側 ） の ほぼ 中間に位 置 して い

た ため,積 出港 であ る長 門市仙 崎港 までの運搬,輸

送方 法 として鉄 道 単独 利用,鉄 道 とベ ル トコンベ ア

の併用,ベ ル トコンベ ア単独 利 用の案 が検 討 され て
  ヨラ
い た。 輸 送 コス トを比較 検討 した結果,同 社 はベ ル

トコ ンベ ア 単独 利 用 を決 定 し,16.5kmに わ た って

1m幅 の高 張 力ベ ル トを使 用 した長 距離 ベ ル トコ
                    64）
ンベ ア を敷設 し,低 コス トで の輸送 を実 現 した。

 宇 部興 産伊 佐鉱 山 では鉄 道 と一般 道 を利用 した ト

ラ ック輸 送 に代 え て1967年 に全 長28.27kmに わ た

る宇部 ・美祢 高速 道路 の建 設 に着手 し,1975年 に完
  65）

成 した。 同高 速道 路 で は最 大105ト ン積 載 可 能 な ト

リプル トレー ラー トラ ッ クを利 用 した輸 送が行 われ
 の
た。 こ うした輸送 設備 は輸 送面 の合 理化 を達 成 した

一 方 で
,巨 額 の 建 設 費 を必 要 と した。例 え ば,宇

部 ・美祢 高速 道路 の建 設費 は実 に240億 円 （うち 日本
                の
開発 銀行 融 資分40億 円） にのぼ った。 それ に もか か

54）

55）

56）

57）

58）

59）

60）

協会 「石灰 石 鉱業 の現状 」,p.17

協会 「階段 採 掘法特 集 号」,p.18

協 会 「階段 採掘 法特 集号 」,p.23

百年 史 編纂 委 編 『宇 部興 産 創 業 百 年 史』,

pp.192-193

協 会 『50年の あ ゆみ』,pp.35-36

協 会 『50年の あゆ み』,p.36

百年 史 編纂 委 編 『宇 部興 産 創 業 百 年 史』,

p.373

61） 協 会 『50年 の あ ゆ み 』,pp.35-36

62） 協会 『50年の あゆ み』,p.20

63） 住 友 セ メン ト社 史編纂 委 編 『住 友 セ メ ン ト

 八 十 年 史』,pp.261-262。 な お,併 用 案 は 鉄

 道 とベ ル トコンベ ア の利用 区 間の割合 が 異 な

 る2案 が 用意 され た。

64） 住 友 セ メン ト社 史編纂 委 編 『住 友 セ メ ン ト

八 十 年 史 』,pp.261-264

65） 百年史編纂委編 『宇部興産創業百年史』,

pp.380-383

66） 協会 『50年の あゆ み』,p.20

67） 百 年 史編 纂 委編 『宇部 興 産 創 業 百年 史』,

pp.382-383
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わ らず 両社 が 巨額 の設備 投資 を行 った理 由 は,石 灰

石 需要 の増 大が 見込 め る こ とに加 え て,国 鉄 の運 賃

高 騰や ス トライキ,道 路 の渋 滞が 輸送 コス トを押 し

上 げ る と ともに輸送 を不安 定 な もの に して い たか ら
   68）

であ った。鉄 道 輸送 か ら他 の輸 送 形態へ の移 行 は こ

れ らの事 例 だ けで はな く,広 く観 察 され た。鉄 道輸

送 は1960年 代 半 ば まで は輸送 量の ほ とん どを占めて

いたが,1970年 代 に入 る と臨 海工場 向けの専 用船 や
                     69）
プ ッシャバ ー ジに よ る船舶 輸送 が 急速 に普 及 した。

 他 方,こ の時期 は石 灰石 の需要構 造 が大 き く変 化

した時期 で もあ った。 これ まで,石 灰石 需要 はセ メ

ン ト用 と鉄鋼 用 が ほ とん どであ ったが,高 速道路 や

新 幹線,建 設需要 の 増大 に よ って砂 利 資源 の枯 渇が

深刻 化 したため,1960年 代 後 半か ら河 川砂 利採 取規

則 が強化 され る と ともに砕 石や 骨 材 として の石灰 石

需要 が 増大 した。 これ ら土建用 の石 灰石 需要 は順 調

に伸 び を見せ,1977年 度 に は16%に 達 し,鉄 鋼 需要
       70）
を上 回 るに至 った。 また,石 灰 石砕 石 は1955年 に は

砕 石 需要 の3%を 占め る に過 ぎな か った が, 1975

年 に は15.7%を 占め るに至 った （表2） 。

 この よ うな生産 と輸送 の大規 模化,そ して需要 先

の拡大 の結 果,大 規模 鉱 山へ の生 産 の集 中が さ らに

進 展 した。 石灰 石鉱 業協 会加 盟 の上位20鉱 山 が国 内

の石 灰 石 生 産 量 に 占め る割 合 は1955年 度 に は 約

49.4%で あ った が,1975年 度 に は 約57.8%と な っ
71）

た。1975年 度 に は 僅 か20の 鉱 山 で約8,300万 トン も

の石灰石 が 生産 されて いた ので あ る。

 ③ 採掘 形態 の変 化

 大正期 に採掘 の 直轄化 が進 展 した こ とは既 に述べ

たが,戦 後 は 直轄形 態,子 会社 形 態,請 負 形態 が必

要 に応 じて使 い分 け られた。 常磐 セ メ ン ト （後 の住

友 セ メ ン ト） では戦 後設 立 した子会 社 に請 け負 わせ
                72；
てい た採 掘事 業 を1954年 に直 轄化 した。常磐 セ メン

トが 直轄 化 を行 った理 由 は,厂 機 械 化 とな る と,巨

68） 百年 史 編纂 委 編 『宇 部 興 産創 業 百 年 史 』,

 pp.380-381及 び 住 友 セ メ ン ト社 史 編 纂 委 編

 『住 友 セ メン ト八十年 史』,pp.261-262

協 会 「石 灰 石 鉱 業 の 現 状 」,pp.15-16

協 会 『50年 の あ ゆ み 』,p.9

協 会 『50年 の あ ゆ み 』,pp.30-32, pp.35一

額 の資金 が必 要 であ るが,常 磐 砿業 （引用 注 ：採 掘

子会 社 ） で は その 調達 が 困難 で あ った」 こ と,「機

械 化 に よ って労働 能率 が 向上す る と,人 員 に余 力が

生ず るが,こ の対 策 も常磐 砿業 の社 内 で解 決 で きる

問題 では なか った」 こ と,「 採 鉱 部 門 を機 械 化 す れ

ば,そ の労働 内容 は工 場作 業 との差 が少 な くな るの

で,そ の面か ら も別 会社 に よる経営 の必 要性 が薄 ら
               73）
ぐこ と とな る」 こ との3点 で あ った。大正 期 と同様,

機 械化 の必要 性 が請負 採掘 か ら直轄 採掘へ の移 行 を

もた ら したので あ る。

 しか し,BC法 が普 及 す るに従 って,住 友 セ メ ン

ト所 有鉱 山は再 び請負 採掘,子 会社 採掘 へ と移行 し
   74）
て い った。1971年 までに秋 芳鉱 山は青木 建 設が,多

賀鉱 山は熊谷 組 が請 負採掘 を行 う よ うに なって い た。

両鉱 山 が直 轄 鉱 山 よ ワ能 率 が 高 か った こ とか ら,

1973年,滝 根 鉱 山は住 友建 設,唐 沢 ・白岩鉱 山は青

木建 設,岐 阜 鉱 山は熊 谷組,小 倉鉱 山 は小 倉 興業 と,

大手 総合 建設 企業 に採 掘 を請 け負 わせ る こ ととな っ

た。 八戸 鉱 山で は1970年 に住友 金属 鉱業 と共 同 出資

して設立 した子会社 であ る八戸石 灰 鉱業 （後 に住 金
               75）

鉱業へと社名変更）が採掘を行った。

 採掘形態の使い分けの事例は三菱セメントでも観
   76）

察 され た。三 菱鉱 業 は1952年 に石灰 石鉱 山開発 の た

め に筑豊 石灰 工業 を設立 し,1954年 の三 菱 セ メン ト

設 立後 は 同社 が 三 菱 セ メン ト向け の石 灰 石 採 掘 を

行 って い た。1963年,三 菱 セ メ ン トは 「（引用 注 ：

鉱 山 と山元 に あ るセ メン ト工場 とは） 土地,社 宅,

専用 側 線,厚 生施 設 な ど共 同使 用 す る もの が 多 く,

鉱 山 と工 場 を別個 の経 営体 で運 営 す るの は効 率 が悪

いため 」,筑 豊石 灰 工 業 を吸 収・合併 した。 こ の事 例

は一 見 す る と常磐 セ メン トとは異 な る よ うに思 え る

が,同 年,シ ョベ ル に よ る機械 積 込 とダ ンプ トラ ッ

クに よ る運搬 の採 用,そ して各 種 設備 の増 強が行 わ

69）

70）

71）

36

72） 住 友 セ メ ン ト社 史編纂 委編 『住 友 セ メン ト

八 十 年 史 』,pp.221-222

73） 住 友 セ メン ト社 史編 纂委 編 『住 友セ メン ト

 八 十年 史』,p.222

74） 以下 の住 友セ メン トに関す る記 述 は,住 友

 セ メ ン ト社 史編纂 委編 『住 友 セ メン ト八十年

 史 』,p.293に 基づ く。

75） 住 友 セ メン ト社 史編 纂委 編 『住 友セ メン ト

 八 十年 史』,pp.290-291

76） 以下 の三 菱 セ メン トに関す る記 述 は,社 史

 編纂 室 編 『三 菱鉱 業 社 史 』,pp.846-852, pp.

 859-8641こ 基づ'く。
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れ た こ とを考 慮 す る と,直 轄化 の 背景 に は常 磐 セ メ

ン トと同様 に機械 化 投資 の必要 性 が あっ た,若 し く

は直轄化 に よって機械 化 が促 進 され た,と 考 え るの

が妥 当 で あろ う。

 1960年 代 に入 り,三 菱 セ メン トで もBC法 の導 入

が進 展 し,東 谷鉱 山で は露天採 掘 の経験 を持 つ請 負

業 者 を利用 して開発 が行 われ た。 そ して,西 武鉄 道

と提 携 して秩 父 地 区に進 出 した際 に は,子 会 社 の武

甲開発 と西 武鉄 道 との共 同 出資会社 であ る西武鉱 業

が1961年 か ら1962年 にか けて鉱 区 を取得 した。 その

後,宇 遠地 区 の開発 は子会 社 の宇遠 鉱 山が,宇 根 地

区の開発 は西武鉱 業 （後 に宇根 鉱 山） が行 い,西 武

鉄 道が石 灰石 販 売か ら撤退 した1973年 に両社 を合 併

して宇根 宇 遠鉱 山 を設立 して,採 掘 事業 に当 た らせ

た。

 こ うした採 掘形 態 に加 え,鉱 区 開発 が進展 す るに

つ れて協 調採 掘 と呼 ばれ る採掘 形 態が見 られ るよ う
   77）

になった。これは,隣 接鉱山の鉱区境界に保安上及

び法規上の理由で残されていた保安帯や残壁を,双

方の鉱山が共同鉱業権や租鉱権を設定したり双方の

協議に基づいて採掘を行ったりすることで効率的に
              
採掘 しようとするものであった。具体的な方法とし

ては,鉱 区交換や合併による方式,鉱 区境界部を双

方の鉱山が交互に保安帯や残壁を掘 り下げる相互採

掘方式,一 鉱業権者に委託する採掘委託方式,双 方

の鉱山が採掘から輸送までを分担する共同鉱業権方

式などがあげられる。なお,協 調採掘の最初の事例

は,1961年 に岐阜県金生山地区で行われた共同鉱業

権の設定であった。

第四節 石灰石鉱業の生産過程

 本 節 で は,石 灰 石 が どの よ うな過 程 を経 て生産 さ

れ るの か を検 討 す る。 こ こでは紙 幅の 関係上,基 本

77） 以下 の記述 は,協 会 「石 灰石 鉱業 の現 状 」,

 p.24及 び協 会 『50年の あ ゆみ 』,pp.23-24に

 基づ く。

78） 租 鉱 権 とは,鉱 業 法 で5年 以 内の 期 間 で

 「設 定行 為 に基づ き,他 人 の 鉱 区 に お いて,

 鉱業 権 の 目的 とな って い る鉱物 を掘 採 し,及

 び 取得 す る権 利」 （第6条 ） の こ とで あ る。

 租鉱 権制 度 につ い ては石 村善助 『鉱 業権 の研

 究 』勁 草書房,1960を 参 照 され たい。

的な生産過程である採鉱,積 込,運 搬の三つの過程
                ラ
に対 して検 討 を加 える こ とにす る。 前節 で検 討 した

石 灰 石 鉱 業 の 発 展過 程 と本 節 の 生 産過 程 の検 討 に

よって,先 行研 究 で は明 らか に されて いな い戦後 の

石 灰石 鉱 業 の実 態 が よ り明 らか とな るであ ろ う。

1.採 鉱過 程

 採 鉱 過 程 は,① 剥 土 ② 切 羽 面 造 成 ③ せ ん 孔

（穿 孔）・発破 ④ 小割 の 四つ の過程 か ら構成 され て

い る。
      

 ① 剥 土

 剥 土 は鉱 石 を効率 的 に採 取 し,表 土 で汚染 され て

い ない鉱石 の歩留 ま りを高め るに は不可 欠 な作 業 で

あ る。剥 土 を十分 に行 わ ない場合,泥 土 流や 表土 下

で の岩質 の変化 が 読 み取 れ ないた め,災 害 の原 因 と

もな る。剥 土 は土 を掘 る過程 とそ れ を運 搬す る過程

に分 類 され,前 者 で は鶴 嘴 な ど全面 的 に人力 に依 存

す る方法,デ ィガーや ピ ック,ス クレー パー とい っ

た機械 力 に よ る方 法が あ り,後 者 では リヤ カーや 背

負 い箱 な ど全 面的 に 人力 に依 存 す る方法 とベ ル トコ

ンベ ア,ブ ル ドー ザー,ダ ンプ トラ ッ ク とい った機

械力 に よ る方 法 に加 え,ト ンネル を用 い た方法や 水

力 を用 いた方 法 もあ る。 当然 の こ とであ るが,坑 内

採掘 の場 合 には この過 程 は存在 しな い。
       81）
 ② 切羽面造成

 切羽面は足場面 と壁 （ベンチ）から構成され,切

羽面造成は水平方向に対して角度 （概ね40度前後）

をつけて足場面を作る傾斜面法 と足場面が水平の階

79） 本 節 では石 灰石 鉱 山の大 部分 を 占め る露天

 採掘 の み を対 象 とし,総 生 産 量の約4%を 占

 め るに 過 ぎ な い坑 内採 掘 は 除外 した （協 会

 『階 段 採 掘 法 特 集 号 』,p.13）。 ま た,選 鉱 過

 程 も生産 過程 に含 め るべ きであ ろ うが,セ メ

 ン ト向 け な どの石 灰石 を採 掘 してい る一 部 の

 鉱 山 で は必 ず し も選 鉱 が 必 須 の過 程 で は な

 か った ため,本 節 で は選鉱 過程 の分 析 も行 わ

 なか った。 なお,本 節 で検 討 す る技術水 準 は

 本論 が検 討対 象 とした1950～1975年 頃 までの

 技術 水準 で あ る。

80） 本 項 の記述 は,協 会 「グロー リホー ル特集

 号」,pp.33-35に 基づ く。

81） 協 会 「グ ロー リホー ル特 集号 」,pp.45-47,

 協 会 「階段 採 掘法 特集 号」,p.28, p.358, pp.

 370-371
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段 法 とが あ る。 壁 は両者 と もに60～90度 であ り,高

さ は低 くて4～5m,高 くて8～10m程 度 で あ る

（いず れ も平 均値 ）。 前述 した採 掘 方法 の分 類 で言 う

と,傾 斜 面採掘 法 とGH法 が 前者, BC法 は後 者 に

あ た る。 た だ し,BC法 の 切羽 面 は,積 込 の 項 で述

べ るよ うに立坑 の 周囲 を漏斗 状 にめ ぐるよ うに造成

され た円形 であ る。 この切羽 面造 成 の2類 型 は,採

鉱 過程 の機 械化 と高能率 化 を大 き く左右 す る。 前述

した ように,戦 後 の石灰 石鉱 業 では傾 斜面 法 か ら階

段 法へ の移 行 が確 認 され る。

 ③ せ ん孔 （穿 孔）・発破

 せ ん孔 は石灰 石 を発破 して石 灰 石 層か ら剥離 す る

ため の前段 階 と して の過 程 で あ る。せ ん孔 の方 法 は,

水 平 面か ら上 方 にせ ん孔す る上 向せ ん孔 と鉛 直方 向
                 
にせ ん孔 す る下 向せ ん孔 の2種 類 が あ る。 角度 は各

鉱 山に よって 異 な るが,傾 斜 面法 で は上 向せ ん孔 が

概 ね40度,下 向せ ん孔 はほ ぼ鉛 直方 向,階 段法 では
       
70～75度 が 多い。 戦後 にお け るせ ん 孔 は削岩機 に よ

る機械 力 を用 いて い たが,傾 斜面 法 で は足場面 が傾

斜 して い るため人 がハ ン ドリングす るジャ ッ クハ ン

マーや レ ッグ ドリルの よ うな小 型削岩 機 に限定 され,

階段 法 で採 用 さ れ て い る クロー ラ ドリルや ロー タ

リー ド リル の よ うな大 型 削 岩機 の 導 入 は 困 難 で あ
84）
る。 換 言す れば,傾 斜 面法 で は採鉱 過程 にお け る高

能率 化 には 限界が あ る。

 せ ん孔 が終 わ る と発破 が行 われ るが,大 型 削岩機

を用 い る 階 段 法 の 方 が 平 均 的 な 爆 落 量 は 多 く,

1,500～10,000ト ン/日 で あ るのに対 して,傾 斜面 法
                    の
で は!00～4,000ト ン/日 で あ る （GH法 の場合 ）。 爆

薬 は1963年 まで カー リッ トが主 流 で,ダ イナ マ イ ト

が それ に次 い でいた が,以 降 は カー リッ トに代 わ っ
                   86）
てAN-FO（ 硝安 油剤 爆薬 ）が 急速 に普 及 した。 以

上 の過程 に お いて,水 平面 で作 業 を行 う階段 法 の方

が落 石や 転 落の危 険 が な く,保 安 上 有利 で あ るこ と

82） 協 会 「グ ロー リホー ル 特 集 号 」,pp.48-49

83） 協 会 「グ ロ ー リ ホ ー ル 特 集 号 」,p.48,協

会 「階段 採掘 法特 集号 」,pp.28-30

84） 協 会 「グR一 リホ ー ル 特 集 号 」,pp.47-50,

協会 「階段採 掘 法特集 号 」,pp.28-30

85） 協 会 「グa一 リ ホー ル 特 集 号 」,pp.240一

275,協 会 「階段 採掘 法特 集号 」,pp.30-31

86） 協 会 「階 段 採 掘 法 特 集 号 」,p.30,協 会

「石 灰石 鉱業 の あゆ み」,p.20

は 言 うまで もな い。

 ④ 小 割

 小 割 とは,発 破 に よ って爆 落 した鉱石 を適 当 な大

き さに破 砕す る作 業 の こ とであ る。 小割 の場 所 は坑

内,坑 外 に分 か れ,特 にGH法 を採 用 して い た 場
                   87）
合には坑内に小割室を設けるのが一般的である。小

割の方法は,削 岩機を用いて発破 を行 う場合が多い
                
が,一 部では機械力の導入が見られる。坑外小割は

坑内小割 と比較して短時間で大量の小割を行うこと
         89）
が で き る と され て い る。

2.積 込 過程

 積 込過 程 は,爆 落,小 割 され た石 灰石 を運 搬手 段

に積 み 込む過 程 の こ とであ る。積込 過程 は,人 力積

（手積 ）,ト ンネ ル積,重 力積,機 械 積 の4類 型 に分

類 され る。
     9Q
 ① 人力積

 竹 箕,が んづ め,か っ き,玄 翁 な どを用 いて 人力

で運 搬 手段 に積 み込 む方 法 であ る。戦 前 ～戦 後復 興

期 を経 て1950年 代 後 半 に重力積 と機 械積 に取 って代

わ られ るまで,わ が 国 の積 込 方法 の主 流 であ った。
       91）

 ② トンネル 積

 採掘 面 に対 して 直角 に坑 道 を約10～20mの 間 隔

で掘 削 し,鉱 石 を坑 道 中の運 搬手 段 に積 み込 む方法

で あ る。 トンネル積 は1939年 に 白崎鉱 山 で採用 され,

戦 後復 興期 までに 人力積 に次 ぐ普 及 を見せ たが,次

に述べ る重 力積 が 急速 に普及 した ため,以 後 は普及

しなか った。

 ③ 重 力積

 重 力 を利 用 して,石 灰 石 を切羽 面 よ り下 方 にあ る

運 搬 手段へ と積 み込 む 方法 であ る。GH法 で は,爆

落 した石灰 石 を漏斗 状 の立坑 内へ 落 と し込み,小 割

した後 に再 び斜 坑や 立坑 を経て 運搬 手段へ 積 み込 む

とい う過程 を辿 る。 また,日 本 セ メン トで は傾 斜面

の下 方に水 平坑 道 を開 削 し,そ こか ら鉱車 へ と積込

87） 協 会 「グR一 一一一リ ホ ー ル 特 集 号 」,pp.52-54,

88）

89）

90）

協 会 「階段 採掘 法特 集号 」,pp.32-36

協会 「階段 採掘 法特集 号 」,pp.32-36

協会 「階段採 掘 法特 集号 」,p.36

本 項 の 記 述 は,協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ

み 」,pp.22-23に 基 づ く。

91） 本 項 の記 述 は,協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ

み 」,p.16, pp.21-23に 基 づ く 。
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     92）
を行 って い た。 重 力積 の積込 作業 は労 働 力 をほ とん

ど必要 としない とい う特 徴 が あ り,例 えば鉱車 へ の

積 込 の場 合 はフ ィン ガー ゲー トの開 閉操作 の み,ベ

ル トコンベ アへ の積 込 の場合 もフ ィー ダの操作 の み
  93）
で あ る。

 ④ 機械 積

 パ ワー シ ョベ ルや ホイー ル ロー ダが ダンプ トラ ッ

クへ と積 み込 み,運 搬 手段へ 積 み込 むか,そ の ま ま

運 搬 す る方法 で あ る。 パ ワー シ ョベ ル を稼 動 させ る

前 にブル ドー ザー な どに よ る集石 を行 う場 合 もあ る。

前述 した よ うに,機 械積 は1950年 代 まで皆無 の状 況

で あ ったが,1961年 か らパ ワー シ ョベ ル が急 激 に普

及 し,さ らに1970年 代 に はパ ワー シ ョベ ルか ら大 型

の ホ イー ル ロー ダに取 って代 わ った。 なお,BC法

で はブル ドー ザー に よっ て集 石 した石 灰石 を立坑や

GH跡 へ 直接 押 し込む重 力積 を併 用 した方法 も取 ら
   94）
れ て い る 。

3.運 搬過 程

 こ こで言 う運 搬過 程 とは,運 搬 手段 を用 いて石灰

石 を破 砕 設備,あ るいは鉱 山外へ と運 び出す過 程 の

こ とで あ り,切 羽 内運 搬 と切 羽 外運搬 に大別 され,

具 体 的 な運搬 手段 と して は,手 押 し,索 道,エ ン ド

レス,ベ ル トコンベ ア,機 関車,ダ ンプ トラ ッ クが

あ げ られ る。 これ らが どの よ うな運 搬手段 であ るか

は 多言 を要 しな い と考 えるの で,こ こでは それ ぞれ

の切 羽 内運搬 と切 羽外 運搬 にお い て運 搬 手段 が どの

よ うな変化 を遂 げ たの か を概 観 してお くこ とに した

い。 なお,戦 後 復興 期 の運搬 手段 は 自走 若 し くは手

押 しな ど人力 に依 存 した ものが 主流 で あ り,エ ン ド

レスが それ に続 いて いたが,切 羽 内運 搬 と切 羽外 運

搬 で どの ような運搬 手段 が使 い分 け られ て いたか は
               95.
明確 な統 計が 存在 しない よ うであ る。

 ① 切 羽 内運 搬

 1950年 代 では,手 押 し とエ ン ドレスが 主流 で あ り,

ダ ンプ トラ ッ ク と機 関 車が それ に次 い でい た。1960

年 代 に入 る と逆 にダ ンプ トラ ックが 主流 に な り,機

関車 とエ ン ドレスが それ に続 いたが,手 押 しも残 存
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し続 けた。BC法 の普 及 とと もに ダ ンプ トラ ッ クは

5～6ト ン積 か ら逐 次大 型化 し,18～68ト ン規模 と

な った。特殊 な形態 と して は,積 込 と運搬 をホ イー

ル ロー ダ で一 括 して行 う方 法 （ロー ドア ン ドキャ

リー）,前 項 で述 べ た ブル ドー ザー に よって立 坑 や

GH跡 へ 押 し込 む 方 法が あ る。 な お, GH法 で は切

羽 面か ら人 力や機 械 力 に よる切羽 内運 搬 を経ず に切

羽 外運 搬へ と進 む。

 ② 切 羽 外運搬

 1950年 代 で は,索 道 とベ ル トコ ンベ アが 主流 で あ

り,機 関車 や エ ン ドレスが それ に次 いで いた。1960

年代 に入 る と他 の運 搬 と比較 して低 ラ ンニ ング コス

トで30%近 い勾 配 で も運 搬可 能 なベ ル トコンベ アが
         97）
飛 躍的 な普 及 を見せ た。 エ ン ドレスや機 関 車 に よる

鉱 車 積 が 主 流 で あ ったGH法 にお い て もベ ル トコ

ンベ アへ の転換 が見 られ た。

4.小 括

 前項 までの検 討 は以下 の よ うに整理 で きる。採 鉱

過程 では,傾 斜 面法 か ら階段 法へ の移行 に伴 って大

型 機械 の導 入 が進展 した。 しか し,機 械化 に よ って

も切羽 造成 →せ ん孔 ・発破 → 小割 とい う基 本過程 は

変 化 しなか った。積 込過程 では,人 力積か ら重 力積,

そ して機械 積へ と移 行 した。 この 中で,重 力積 へ の

移 行 は,切 羽 内運搬 過程 の省 略 をもた ら し採鉱 過程

と切 羽外運 搬過 程 を直結 す る もの であ った。切 羽 内

運 搬 では,手 押 しか らダ ンプ トラ ッ クへ と移行 し,

切 羽外 運搬 で は他 の手段 に比べ て優位 性 を持 つベ ル

トコンベ アが普 及 した。前 者 は人力 か ら機 械 力へ移

行 す るに伴 い,ロ ー ドア ン ドキャ リー や 立 坑 及 び

GH跡 へ の押 し込 み とい った積 込過程 との 一体 化,

連 続化 が見 られ た。

第五節 石灰石鉱業の発展と採掘方法の移行

1.GH法 か らBC法 へ の移行

 前節 の検 討 か ら明 らか にな った こ とは,傾 斜 面切

羽 で重 力 積 を行 うGH法 と階段 面切 羽 で機 械 積 を

92） 社 史 編 纂 委 編 『百 年 史 』,p.349

93） 協 会 「グ ロ ー リホ ー ル 特 集 号 」,pp.56-57

94） 協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ み 」,p.19

95） 協 会 「石 灰 石 鉱 業 の あ ゆ み 」,p.22

96） 協会 「グ ロー リホー ル特集 号 」,pp.22-23

97） 運搬 手段 として使 用可 能 な勾 配 は,ト ラッ

 クは10%,鉄 道 は3.5%で あ る （協 会 「石 灰

 石 鉱業 の現 状」,p.161） 。
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表4 グ ロー リホ ール法 と階段採 掘法 の特 徴

グ ロ ー リ ホ ー ル 法 階段採掘法

生産過程

採鉱 傾斜面法,小 型削岩機 階段法,大 型削岩機

積込 重力積 機械積

運搬 切羽外運搬のみ 機械による切羽内運搬 と切羽外運搬が必要

特徴

全般 急峻で小鉱床の地形で有利 大地や低い丘陵地で大鉱床の地形で有利

立坑を有するため積込と切羽内運搬過程が大

幅に短縮

機械力による大量生産が可能,人 員も機械力

による輸送が可能なので疲労がなく実労働時

間も大

切羽 面 の安 息角 （約40度 ）以下 の採掘 が で きず,

短期 間 で新 規 グロー リホー ル を開 削す る必要,

また グロー リホー ル 間に畝 鉱が 残 る

設備
初期投資として立坑と坑道が必要 広範囲の剥土,登山道路などの工事,機械設備

等の初期投資が大きく,開 発工事期間が長い

品質

管理

夾雑物の選別が不可能で品質管理が困難 切羽面での夾雑岩の選別が可能で品質管理上

有利

保安
粘 土 分 や 表 土,降 雨,降 雪 な どで グ ロー リ

ホー ル 内が プー ル化 して しま う恐 れ

天候や時間に左右されず作業が可能

採掘作業は傾斜面採掘と変わらないので墜落

や落石の危険性

平坦なベンチで作業を行うので危険が少なく

指揮統轄も容易

出 典 ：「石 灰 石 』 第7!号,1961,pp.22-23,『 石 灰 石 』 第166号, pp.140-146

行 うBC法 との 間に生 産過 程 にお け る共 通 性 を見 出

す こ とは困難 で あ る とい うこ とで あ る。 それ に もか

か わ らず,戦 後 の石 灰 石 鉱 業 はGH法 か らBC法

へ 急 速 に移 行 す る こ とで生産 量 の増加 と能率 上昇 を

実 現 す る こ とに成功 した。 この移 行 が成功 した諸要

因 を解 明す る ことは,戦 後 の石灰石 鉱 業 の展 開 を理

解 す る上 で不 可欠 な作業 であ ろ う。本 節 で は,前 節

の検 討 を踏 まえて生 産過程 にお け る成 功 の要 因 を解

明す るこ とに したい。

 まず,GH法 とBC法 の特 徴 を整理 して お こ う。

表4は,生 産過 程 の相違 とその他 の特 徴 をま とめ た

もの で あ る。表4か らは,GH法 は積 込,運 搬過 程

が省略 され る点,一 般 に急峻 なわが 国の地 形 に適 し

てい る とい う点 で有 利 で あ るが,品 質 管理 や保 安面

の点 な どで 問題 が あ る と言 え る。 それ に 対 してBC

法は品質管理や保安面の点で有利であるが,機 械力

の導入に代表される初期投資が大きい点,わ が国の

地形に必ずしも適していない点で問題があると言え

る。すなわち,生 産過程でもその他の特徴でも,

GH法 とBC法 との間に共通性を見出すことは困難

であるということである。

 それでは,な ぜGH法 からBC法 への移行が可

能となったのであろうか。その背景について,「階

段採掘法特集号」は①採掘の進行や新鉱開発に伴 う

地形条件の変化 ②需要増加への対応 ③GHの

活用 ④品質の確保 ⑤労働力不足 ⑥保安の向上,
        98）
の6点 をあげ てい る。①,②,④,⑤,⑥ はBC法

採 用へ の動 因 としては理解 で きるが,移 行 が成功 し

98） 協 会 「階段 採掘 法特 集号 」,pp.14-17
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出典 ：「石 灰石 』 第71号,p.52

た要 因の 説明 としては不 十分 で あ る。 一方,③ は重

力 積 を特徴 とす る既 存技術 で あ るGH法 が, BC法
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とい う新 技術 の導 入 を成功 に導 い たの では ないか と

い う一つ の仮 説 を示 して くれ てい る。 また,日 本 セ

メン トの社 史 で はBC法 移 行 の隘 路 として 急峻 な地

形 におけ る鉱石 運搬 道 路造 成 の困難 性 を指 摘 してい
 
る。 以 上 よ り,既 存 技 術 で あ るGH法 の 重 力積 と .

い う特 徴 に よ ってBC法 導入 の隘 路 であ る鉱石 運搬

道路 造成 の 困難i生が 克服 され たた め に,BC法 へ の

移 行 が成 功 した とい う仮 説 を導 くこ とがで きる。

 果 た して この仮 説 は妥 当 な もの なの で あろ うか。

両者 の わが 国に おけ る採掘 方法 を図示 した図1,図

2で 検証 してみ よ う。GH法 は,命 綱 をつ け た採 鉱

員 が漏 斗状 の切 羽面 でせ ん孔 を行 い （図1上 方 ）,

爆落 した石 灰石 は立坑 を経 て重 力積 に よ って鉱車 へ

と積 み 込 まれ,運 搬 され る （図1左 下 方 ）。BC法

は,6つ の方 法 に分類 され,階 段切 羽面 を ドリルに

よって採 鉱 を行 う過 程 は全 て の類型 で共 通 して い る

が,積 込 と運 搬過程 で機械 力 を用 い る もの （図2左

の2類 型）,既 存GHを 用 い て積 込 と運 搬 を重 力積

で 行 う もの （図2中 央 の2類 型）,機 械 力 と既 存

GHま たは立 坑 を併用 す るもの,す なわ ち機械 積 と

重 力積 を併用 す るもの （図2右 の2類 型） が あ る。

これ らの 図 はBC法 にGH法 の 重 力積 の 技 術 が 応

用 され て いた事実 を示 してお り,本 論 の仮 説が 妥 当

な もの で あ るこ とをあ る程 度 実証 してい る。 しか し,

図2 階段採掘法

顧  ブル ドーザー    即[♂ タンプ トラ ック （渺

な。袖 ク・一ラ ドリル等 靱 パ ワーシ ・ベル ー一… 運搬 道路 〉 旧グ・一 リホー1L

爆落石   緲 押石鉱石

出典 ：『石 灰石 』 第166号,p.144

99） 社 史編纂 委 編 『百年 史』,p.350
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図3 田海鉱山平面図
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出典 ：『石 灰石 』 第94号,p.126

これ らの図か らは技術 の応 用の過 程や 応 用 を可能 に

した条件 が明 らか で はな いため,実 証が 不足 してい

るこ とは否め な い。次 項か らは,GH法 を採用 して

い た鉱 山にお け るBC法 へ の移 行過 程 の事例 を検討

し,本 論 の仮 説 の妥 当性 を さ らに検証 して い くこ と

にす る。

2.GH法 からBC法 への移行過程の事例分析

 ① 生産過程におけるGHの 利用一 日本石灰石
       とうみ          100）

 開発株式会社田海鉱山の事例

 日本石灰石開発株式会社田海鉱山 （以下,田 海と

略記）は,1957年 に開発が始 まった新 しい鉱山で

100） 本 項 の 記 述 は,協 会 「グ ロ ー リ ホー ル 特 集

  号 」,pp.122-131,協 会 「階 段 採 掘 特 集 号 」,

  pp.125-141に 基 づ く。

あ った。 田海 は平均傾 斜40度 の 急峻 な地形 で あ った

ため,多 雨 多 雪の気候 であ っ たに もか か わ らずGH

法 を採 用 し,3本 のGHを 主 力 と した 採 掘 を行 っ

て いた （図3左 上部 ）。 また,冬 期 に は坑 内採 掘 を

行 って い た。 しか し,雪 崩 等 に よ ってGHの 採 掘

再 開 が遅 れ る上 に,新 規 鉱 山の ため 未熟練 労働 者 の

急 増 に よる災害 の増 加 が深刻 な問題 となって きた。

こ の た め,田 海 は1961年 に既 存GHの 切 羽 をBC

法 に切 り替 え る こ と と し,既 存GHの 下 方 でBC

法 の 実験 を行 う とと もに （図3左 ）,機 械 資 材 の運

搬 路 と して 既 設GH（340～400mレ ベ ル） の 上 部

（500mレ ベ ル） まで2,600mに わ た る道路 を整備 し,

クロー ラ ドリル4台,ブ ル ドーザ ー4台 を導入 した

（図3右 上部 ）。

 以上 の 開発 に よって実 現 した田海 の生産 過程 を概

観 す る と,①4.5～5mの ベ ンチ を造 成 し,採 掘 時
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表5 GH法 とBC法 の採鉱能率の比較

鉱山名

田海

藤原

香春

GH法

GH名

No.1

No.2

平均

No.1

No.2

No.3

No.4

平均

No.1

No.2

No.S

平均

能率①（A）

1,220

1,743

1,481.5

3,636

857

3,313

818

2,156.0

1,250

1,667

1,458.3

能率②（B）

38

58

48.0

92

22

45

20

44.8

48

68

58.0

BC法

能率①（C）

2,647.1

2,297.8

3,621.2

能率②（D）

98.3

134.1

154.0

伸び率

C/A

1.79

1.07

2.48

D/B

2.05

3.00

2.66

単 位 ：採 鉱 能 率① は トン/人 ・月,② は トン/人 ・方,伸 び率 は倍

※GH法 の採 鉱 能率 ① は最：大 月産 量 を採 鉱 人員 で 除 して算 出,② は一 人一 方 当 た り平均 を算 出

※BC法 の 採鉱 能 率 ① は平 均 月産 量 を採 鉱 人員 で除 して 算 出,② は採 掘 過程 に従 事 す る人員 の工 数 で 算 出

※ 一は デ ー タ な し,香 春No.5GHは 調査 年 月 不 明

出典 ：『石 灰 石 』 第71号,pp.254-256, pp.264-265,,『 石 灰 石 』 第94号,1965, p.33

に は10mに 拡 大 して クロー ラ ドリル に よ る下 向せ

ん孔 及 び トー ホー ル を行 い発 破 ② 爆落 した石 灰石

をブル ドー ザー で集 石 し約15m（ 最 大30m） 運 搬,

旧GHに 押 し込 み ③ 小 割 は 基本 的 に は小 割 室,

大 塊 は切 羽 で行 う ④ 切 羽 外 運 搬 （距 離 不 明） は

デ ィーゼ ル機 関車 を利用,と い う もの であ った。 こ

う し たBC法 へ の移 行 に よっ て,田 海 はGH法 と

比較 して採 掘 人員 一人 当 た りの 月産能 率 で1.79倍,

工 数 当 た りの 能率 で2.05倍 の上 昇 を実 現 した （表

5）a

 田海の事 例 か ら明 らかに な った こ とは以 下 の通 り

で あ る。 田海 では既 設GHが 切 羽 内運 搬 設 備 を不

要 に して いた ため,BC法 の 導 入 にあ た って積 込作

業 と切 羽 内 運 搬 をブ ル ドー ザー に よ るGHへ の押

し込 み の一 過程 に短縮 す る こ とが可 能 とな った。 そ

れゆ え急 峻 な地形 を経 て導 入す る必要 が あ ったの は

クロー ラ ドリル とブ ル ドー ザー のみ で あ った。積 込

用の パ ワー シ ョベ ルや運 搬 用の ダ ンプ トラッ クを導

入 して,2,600mに わた る道 路 を経 由 して切 羽 外 運

搬 を行 う必 要 もなか った。 ま た,傾 斜 面 法 に よ る

GHの 切 羽 面 を階段法 に切 り替 え る方 法が 取 られ た

の で,新 規 に剥 土 を行 い切 羽 面 を造 成 す る必要 もな

か った。付 言す れ ば,BC法 の 導入 に よって 田海 で

は多少 の風 雨や積 雪 で も作業 が継 続 で きる よ うに な

り,ベ ン チが雪 崩止 めの役 割 を果 た した ため,年 間

操 業期 間が拡 大 す る こ ととな った。 田海 の事 例 は,

GH法 の傾斜 面 に もBC法 を適 用 で き る こ とを示 す

とと もに,長 距 離 にわ た って急峻 な地 形 を運搬 しな

け れば な らな い とい うBC法 移 行 の 隘路 が既 設GH

に よって 克服 され た典 型 的 な事例 と言 えよ う。

 ② 積 込 ・運搬 過程 にお け るGHの 利用 小野
                  101）

 田セメント株式会社藤原鉱山の事例一

101） 本項 の記 述 は,協 会 「グロー リホー ル特 集

  号 」,pp.189-193,協 会 「階段 採 掘法 特 集号 」,

  pp.225-235に 基づ く。
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図4 藤原鉱山平面図
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出典 ：『石 灰石 』 第94号,p.226

 小 野 田セ メ ン ト藤 原鉱 山 （以 下,藤 原 と略 記） は,

1929年 に開発 が 開始 され た鉱 山で,1951年 に最初 の

GHが 開削 され て以 降, BC法 が導 入 され る ま でに

11本 （採 掘 終 了含 む） のGHが 開 削 され て い た。

藤 原 でGH法 が導 入 さ れ た の は,地 形,地 質 条 件

が有 利 で あった こ とに加 え,湿 式 セ メン ト製 造へ石

灰石 を供 給 して い たため,品 質 管理 に それ程 留 意す

る必要 が なか ったか らで あっ た。BC法 で不可 欠 な

機 械 積用 の重機 械,切 羽 内運搬 設備 の建 設が 困難 で

あ った ため に,GH法 が選 択 され た ので あ る。1960

年,藤 原は増 産 （5万 トン/月 →10万 トン/月 ） を行

うため に既 存GH設 備 の増 強 を開始 したが, GH法

に よ る人力依 存 の採掘 で は保 安 が お ろそか とな る可

能 性 が 強 まって き た。 そ の た め,藤 原 は1961年 に

BC法 に移行 して機 械 力 を用 い て高 能率 採 掘 を行 う

こ とと し,500～550mレ ベ ル に配 置 されて いたGH

の 上 部 尾 根 （650m） の 開 発 を 進 め る こ と と し た

（図4左 ）。既 設GHは80m間 隔 で 配 置 され て い た

た め,そ の 間 を通 してGHの 山 麓側 まで で あ っ た

通 勤 道 路 を 山 頂 へ 延 長 し,No.5, No.3, No.1,

No.6, No.8GHの 順 に ブ ル ドーザ ー6台,ク ロー

ラ ドリル4台 を導 入 し,GHの 上 部 または横 部 の 階

段i採掘 を開始 した （図4左 下 ～左 上 ）。

 以上 の 開発 に よっ て実 現 した藤 原 の生産 過程 を概

観 す る と,①5～8mの ベ ンチ を造 成 し,ク ロー

ラ ドリルに よ る下 向,横 向せ ん孔 を行 い発 破 ② 爆

落 した石 灰 石 をブル ドー ザー で集 石 し約20m運 搬,

旧GH内 に 落 と し込 み （6～9ト ン/1押 し） ③

小 割 は 旧GHの 坑 内小 割 室 を利 用 ④ 既 設 の坑 内

ベ ル トコ ンベ ア を利用 して切羽 外運 搬,と い う もの

で あっ た。藤 原 で は,BC法 導 入 に よって工 数 当 た

りの能 率 は3倍 に上昇 したが,採 掘 人員 一人 当 た り

の 月 産 能 率 は 高 能 率 のGHよ り も低 下 した （表
ユ ラ

5）。 これ は,藤 原 がBC法 へ の移 行 に 際 して,増

102） 藤 原 で は1961年 のBC法 移 行 時 に56名 で

  あ った採鉱 労働 者 が1963年9月 末 には半 減 し

  た と され て い るが （日本 経 営史研 究所 編 『小

  野 田 セ メ ン ト百 年 史 』,p.585）,1964年9月/
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産 よ りも機 械 力 に よる少 人数 生産 の実 現 を志 向 して

い たこ と を示 して い る。

 藤原 の事 例 か ら明 らかに な った こ とは以下 の通 り

で あ る。 田 海 と同様,藤 原 で も既 設GHが 切 羽 内

運 搬 設備 を不 要 に して い た ため,BC法 の導 入 に あ

た って積込 作業 と切 羽 内運搬 をブル ドー ザー に よ る

押 し込み の一過 程 に短縮 す るこ とが 可能 となっ た。

そ れ ゆ え急 峻 な地 形 を経 て 山頂 に導 入 す る必 要 が

あ ったの は クロー ラ ドリル とブル ドーザー の み で,

積 込 用の パ ワー シ ョベ ルや切 羽 内運搬 用 の ダンプ ト

ラ ッ クは導 入 す る必要 は なか った。 当然,急 峻 な地

形 を切 り開 いて長 距離 の ダンプ トラ ックの運搬 路 を

整 備 す る必要 もな か った。 藤 原 の事 例 は,切 羽 が

GH外 に あ った として も既 設GHに よってBC法 移

行 の 隘路 を克服 す るこ とが 可能 で あっ た こ とを示 し

て い よ う。

 ③ 重 力積 に よ る積込 ・運 搬過 程 の限界 克服
           かわら         103）

 日本セ メ ン ト株 式会社 香 春鉱 山の 事例 一

 日本 セ メン ト株 式会社 香春 鉱 山 （以下,香 春 と略

記） は,5本 のGH（200～300mレ ベ ル） に よる採

掘 を行 って いたが,1956年 よ りBC法 に よ って 山頂

（430mレ ベ ル）か らの 開発 を行 うこ と と した （図

5中 央 下 ）。 そ の た め,山 麓 か ら 山頂 へ と5,100m

に わた る 自動 車道 路 を整備 し,ワ ゴ ン ドリル （後 に

は ク ロー ラ ドリル6台 ）,パ ワー シ ョベ ル3台,ブ

ル ドーザ ー2台,ダ ンプ トラ ック6台 な どの重機械

を導 入 した （図5中 央 ～右 上 ）。合 わせ て 図6に 示

され る よ う に,420mレ ベ ル に 直径6rn× 長 さ270

mの 立 坑 を開 削 し,既 存GH問 を結 ん で い る水 平

坑 道 （203mレ ベ ル） に貫 通 させ た （⑤ が 立 坑,⑨

⑩ が 既存GH,⑪ が水 平坑 道）。

 以 上 の開発 に よ って実 現 した香春 の生産 過程 を概

観 す る と,①10mの ベ ン チ を造 成 し,クv`ラ ド

リルで下 向傾 斜せ ん孔 を行 い発破 ②爆 落 した石 灰

石 をブ ル ドー ザー で集石 し,パ ワー シ ョベ ルで ダ ン

 ＼末 の採鉱 労働 者 は46名 （ク ロー ラ ドリル9名,

  ブ ル ドー ザー14名,そ の他15名,小 割8名 ）

  で あ り,社 史は ドリル とブル ドーザ ー作 業者

  の合 計数 につ い て言及 して い るもの と推 定 さ

  れ る （協 会 『階 段 採 掘 法 特 集 号』,pp.22$一

  229）a

103） 本 項 の記述 は,協 会 「階段採 掘法 特集 号」,

  pp.113-124に 基づ く。

プ トラ ッ クへ積 込 ③ 小 割 の必要 が あ る場合 は,切

羽 で小 割 しパ ワー シ ョベ ル でダ ンプ トラッ クへ積 込

④ ダ ンプ トラッ クが 平均200m（ 最 長500m） 運搬 し

立 坑へ 投入 ⑤ 立坑 か ら既設 の坑 内ベ ル トコンベ ア

を利用 して切 羽外 運搬,と い う もの であ った。 香春

は,こ う したBC法 へ の移行 に よって採掘 人 員一 人

当 た りの 月産 能 率 で はGH法 の約2.48倍,工 数 当

た りでは2.66倍 の能率 上 昇 を実現 した （表5） 。

 香春 の事例 か ら明 らか に な った こ とは以 下 の通 り

であ る。香春 ではBC法 導 入 に際 して新 規 に立 坑 を

開 削 した た め,田 海 や 藤 原 で 見 た よ う な既 設GH

に よる積 込 ・運 搬過程 の連続 化 は行 われ なか った。

その ため,積 込 ・運 搬過 程 ではパ ワー シ ョベ ルや ダ

ンプ トラ ックの導入 が避 け られ なか った。 しか し,

香 春 では 立坑 を既 存GH設 備 の水 平 坑 道 に貫 通 さ

せ て運 搬経 路 を切羽 か ら立坑 まで に短 縮 す る こ とに

よ って,5,100mに わ た って往 復 す る必要 が あ った

運 搬過程 を水平 距離 で1/10～1/25の 距離 に短縮 させ

る こ とに成功 した。 香春 は 既 設GHの 設 備 を 間接

的 に利 用 した もの であ るが,立 坑=重 力積 に よ る運

搬 過 程 の短 縮 とい うGH法 が 持 つ 優 位 性 をBC法

に応用 して運搬 過程 の隘 路 を克服 し,飛 躍 的 な能率

上 昇 を実現 した事例 と して評 価 す る こ とが で きよ う。

3.小 括

 田海,藤 原,香 春 の事 例 か ら,生 産 過程 におけ る

GH法 か らBC法 へ の移行 が成 功 した要 因 は以 下 の

よ うに整 理 され る。採 鉱 過 程 で は,GH法 か らBC

法 へ の移行 にあ たって重 機械 の 導入 を必要 としたが,

そ れ は長 距 離 の 自動 車 道 路 の整 備 に よって 可能 と

な った。 そ の意 味 では,BC法 の 採鉱 技術 は新 規 の

投 資 を必要 とす る もの で あ り,GH法 の既 存技 術 が

生 か され た とは言 え なか った。

 積込 ・運 搬過 程 で は,重 力積 に よ って実現 され た

積 込 ・運 搬 過 程 の 短 縮 とい うGH法 の 優 位 性 が,

BC法 の導 入 に際 して温 存 され た。 緩傾 斜 であ った

た めGH法 を経 由せ ず にBC法 を行 って い た 日鉄

鉱 業株 式会 社羽 鶴鉱 山 （ドロマ イ ト） では,ダ ンプ

トラ ックに よ る運搬 距離 が850m～1,200mで あ った
ユ  

が,本 節 の事例 で明 らか に した よ うに,急 傾斜 の場

合 はその倍 以上 の運 搬 距離 が必要 であ った。 ゆ えに,

104） 協会 「階段 採掘 法特 集号 」,p.165
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重力 積技術 が 蓄積 され て い ない急傾 斜 の 鉱 山 でBC

法 を導入 す るの は著 し く困難 であ った こ とは明 らか

で あ ろ う。 また,香 春 の事例 で見 た よ うに,重 力積

技術 はGH法 に よって の み 可 能 な技 術 で は な く,

立坑 開 削に よ って他 の 採掘 方法 に導 入可 能 な技術 で

あ った。 その ため,香 春 が 導入 した重 力積 と機 械積

の併 用 はわが 国独 自のBC法 技術 と して 多数 の鉱 山
          エむの
に普 及 す る こ と とな った。BC法 導 入 に際 して重 力

積 とい う既 存 技術 の持 つ優位 性 を捨 て去 るの で はな

く,運 搬 距離 の増大 とい うBC法 の隘路 を克服 し機

105） 協 会 「50年 の あ ゆ み 」,p.!4

械積を格段に効率化する手段として活用したために,

多くの鉱山でGH法 からBC法 への移行が成功 し
    ユ  
たの であ る。

 しか し,生 産 過程 の機 械化 は 「高価 な重機 械 を使

用 す るため,そ れ等 の償 却 費,整 備 費,修 理 費 等維

持 費が 高 くな り,大 量生 産 しな い とコス ト高 にな る

106） 無論,各 種 の 重 機 械 の 技 術 革 新 や 普 及 も

  BC法 を成功 させ た重要 な要 因 で あ る と言 え

  るが,BC法 導入 に 際 して既 存GH設 備 が 利

  用 され た こ とか ら,既 存採 掘 技術 の活用 とい

  う点が まず 重視 され るべ きであ る と考 え る。
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表6 重機械修理費

鉱山名

田海

藤原

香春

ブル ドーザ ー

円/ト ン 円/h

3.75 420

561

パ ワ ー シ ョベ ル

円/ト ン 円/h

9.73 1,213

ダ ンプ トラ ッ ク

円/ト ン 円/h

5.60 324

合計

円/ト ン 円/h

3.75 420

15.33 1,537

単位 は 表 中 に記載

※ 一は デー タな し,香 春 は使 用 機 械 の平 均 値

※ブ ル ドー ザ ー は処 理 量,パ ワー シ ョベ ル は積 込量,

出典 ：『石 灰 石 』 第94号,p.50, pp.52-53, pp.56-59

ダンプ トラックは運搬量当た りの数値

恐 れが あ る」 （香春） 「ブル ドーザ 作業 が増 え た こ と

に よる経費 の増 大 は非常 に大 き く,現 状 では人件 費

の節約,能 率 の向上 分程 度 では カバー し切 れ ない」
                 107）

（田海 ） とい う新 た な課 題 を もた ら した。一 例 を示

す と,藤 原 で は3.75円/ト ン,香 春 で は15.33円/ト

ンの修理 費 が重 機械 の保 守 費用 として新 たに計上 さ

れ る こ ととな った （表6） 。低 コス トの 大 量生 産 を

実 現す るため に は,BC法 へ の移 行 に加 え て重機 械

類 の低価 格化,信 頼性 の向上 も必 要 であ った ので あ

る。

107） 協 会 「階 段 採 掘 法 特 集 号 」,p.124, p.141

第六節 おわ りに

 本論の検討結果は以下のように整理される。まず,

石灰石が賦存状況の極めて良好な国内鉱物資源であ

り,戦 後の石灰石鉱業は鉄鋼業やセメント業,建 設

業など戦後の経済発展を支えた産業へ原料を供給す

る重要な産業であったことが確認された。次に,戦

後の石灰石鉱業の生産量は,BC法 の採用を契機と

して飛躍的に拡大し,遂 には年間生産量ユ億 トンを

突破し,非 金属鉱業の中心となった過程が明らかと

なった。幅広 くかつ旺盛な需要を背景として積極的

な新規参入,設 備投資,機 械化,技 術革新が行われ,

運搬過程の高能率化に続いて採鉱過程の高能率化も
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急 速 に進展 した。 これ らに よ って,戦 後 の石 灰石 鉱

業 は大 口需要先 であ るセ メン ト業,鉄 鋼業,建 設業

へ安 定 的 に原料 を供 給 す るこ とが可能 とな った。 急

速 な機 械化 は わが 国の大 型土 木建藻 機 械製 造業 の発

展 に も貢献 した と考 え られ る。

 また,生 産過 程 の検 討 か ら,GH法 とBC法 との

問 におけ る生産 過程 の相 違 点が 明 らか とな った。採

掘 方法 の移 行 に関す る事例 研 究 か らは,既 存技 術 で

あ るGH法 の 重 力 積 技 術 をBC法 に 活 用 して,わ

が国 の急 峻 な地 形 に合 わせ たBC法 技術 を確 立 した

こ とが 戦 後 の石 灰 石 鉱 業 が発 展 した要 因 の一 っ で

あ った こ とが 明 らか とな った。政 策的 な援 助 に頼 ら

ず に この よ うな合理 化 と機械 化 を達 成 した石 灰石 鉱

業 の高能 率採 掘 と安定 供 給へ の努 力 は適 切 に評価 さ

れ るべ きであ ろ う。

 本 論 は文 献資料 を中心 に戦 後 の石 灰石 鉱 業史 を記

述 して きたため,多 くの 分析 が残 され て い るこ とは

否 め ない。特 に,石 灰 石鉱 業 にお け る市場や 労働 過

程 の分析 は,他 の鉱業 との比較 を行 う上 で重要 で あ

ろ う。 とは言 え,本 論 に よって これ まで産 業史,鉱

業 史の分 野 で独 立 して取 り扱 われ て来 なか っ た石 灰

石鉱 業 の歴 史の一 端 を明 らか にす るこ とが で きた と

考 え る。 今 後は一 次 史料 の収 集 を含 め,石 灰石 鉱 業

史 の充実 に努 め て い きたい。

[商学研究科後期博士課程]




